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ご挨拶 
 

平素からみどり生命をお引き立ていただき、誠にありがとうございます。 

当社は、平成２０年８月に生命保険業の免許を取得し、同年１０月から営業を開始

しました。営業開始から現在まで、当社は一貫して「ご葬儀のための保険」をお客さ

まに提供し、平成２７年５月に発売した終身保険「みどりの終身 メモリアル」は 

ご好評をいただき、平成２８年度においても販売件数は順調に伸展しました。 

その結果、平成２８年度の販売実績は、新契約件数３万３千件、新契約高２５３億

円となり、年度末の保有契約件数は約２１万７千件、保有契約高は１,３５０億円に達

し、着実に増加しております。 

 また、生命保険会社の健全性を示す指標であるソルベンシー・マージン比率は、

７,１５１．７％となり、業界トップクラスの水準を確保しております。 

 

 当社では、平成２９年４月から３か年の中期経営計画をスタートさせ、葬儀の安心

を提供する保険会社として、最高水準の品質・サービスを提供するため、以下の４項

目に取り組んでまいります。 

 

■ 収益力の強化 

■ 営業力の強化 

■ 品質・サービスの向上 

■ 健全な経営管理の確立 

 

 当社では、「お客さま本位の業務運営」として、ご加入時にお客さまにとって重要

な情報を分かりやすく、丁寧にご説明するとともに、保険金等を確実にお支払いする

ために迅速かつ分かりやすい請求手続きに取り組んでいます。 

 「お客さま本位の業務運営」をより一層推進するため、「お客さま本位の業務運営

方針」を定めて、「お客さま本位の具体的取組み」と併せてホームページに掲載いた

しました。 

 

以上の取り組みを通じて、当社は「お客さまから信頼され、選ばれる会社」を目指

してまいります。今後とも、皆さまからの一層のご支援、ご愛顧を賜りますよう、心

よりお願い申し上げます。 

 

平成２９年７月 

 

代表取締役社長 

                              齋藤 斎（自筆サイン）   



主要な経営指標等について 

                   

（単位：百万円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経営指標 平成２７年度 平成２８年度 

経 常 収 益 ６，０１１ ６，８６３ 

基 礎 利 益 ５８９ １９５ 

経 常 利 益 ５８９ １９９ 

当 期 純 利 益 ４９５ １４２ 

資 本 金 １０，０００ １０，０００ 

総 資 産 ２８，４８６ ３１，８９２ 

責 任 準 備 金 残 高 １５，７８８ １９，１８４ 

貸 付 金 残 高 ４３５ ２０５ 

有 価 証 券 残 高 ４，１９２ ６，００８ 

ソルベンシー・マージン比率 ７，８０５．６ ７，１５１．７ 

逆 ざ や △１２７ ９３ 

新 契 約 高 １９，４８７ ２５，３３５ 

保 有 契 約 高 １２０，７８３ １３５，０５３ 
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本文中の金額等の表示について 

・ 諸表に記載の金額等は、単位未満を切り捨てて 
表示しています。 

・ 金額等に単位未満の数値がある場合には「0」、   
該当する金額等のない場合には「－」と表示 
しています。 

・ 諸比率は、四捨五入により表示しています。 
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Ⅰ．会社の概況及び組織 

Ⅰ－１ 沿革 

平成１９年１１月  「みどり設立準備株式会社」設立

平成２０年 ８月  生命保険業免許取得

「みどり生命保険株式会社」に商号変更

平成２０年１０月  営業開始

無選択型生存保険金付定期保険「はなみずき」発売

平成２２年度    保有契約件数 １０．４万件

平成２７年 ５月  無選択型終身保険(低解約払戻金型)「みどりの終身メモリアル」 

  発売 

平成２８年度    保有契約件数 ２１.７万件 

Ⅰ－２ 経営の組織（平成 29年 6月 22日現在） 

人事委員会部長連絡会

保険計理人

管理
部門

コンプライア
ンス委員会

リスク管理
委員会

賞罰審査
委員会

経営会議

監査役
監査役会

営業
部門

顧
客
サ
ｌ
ビ
ス
部

契
約
部

営
業
推
進
部

営
業
企
画
部

代
理
店
教
育
管
理
部

牽制
部門

共
済
管
理
部

主
計
・
財
務
部

人
事
・
総
務
部

企
画
部

株主総会

取締役会

内
部
監
査
部

数
理
部

シ
ス
テ
ム
部

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
部

社長

社外取締役
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Ⅰ－３ 店舗網一覧 

本社    〒114-8595 東京都北区王子６－３－４３ 

  電話：０３－５９０２－３９５５ 

上野事務所 〒110-0015 東京都台東区東上野３－１８－７ 上野駅前ビル７階 

  電話：０３－５８０７－２１３１ 

支店はありません。 

フリーダイアル 0120-566-322 にて全国からのお問合せに応じております。

Ⅰ－４ 資本金の推移 

年月日 増資額 増資後資本金 摘  要 

平成 19 年 11月 1日  500百万円 500百万円 設立準備会社設立 

平成 20 年 1月 25日 9,500百万円 10,000 百万円 

Ⅰ－５ 株式の総数 

発 行 す る 株 式 の 総 数 1,000千株 

発 行 済 株 式 の 総 数 200千株 

当 期 末 株 主 数 2名 

Ⅰ－６ 株式の状況 

（１）発行済株式の種類等 

発
行
済
株
式

種   類 発 行 数 内 容 

普通株式 200千株 ― 

（２）大株主 

株主名 
当社への出資状況 当社の大株主への出資状況 

持株数 持株比率 持株数 持株比率 

株式会社ベルコ 

株式会社互助ｾﾝﾀｰ友の会 

千株 

100 

100 

％ 

50 

50 

千株 

― 

― 

％ 

― 

― 

（注）当社の大株主は上記 2名のみです。 
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Ⅰ－７ 主要株主の状況 

名称 

主たる営業所 

又は事務所の 

所在地 

資本金又は 

出資金 
事業の内容 

設 立 

年月日 

株式等の総数等

に占める所有 

株式等の割合 

株式会社ベルコ 

大阪府池田市空

港一丁目 12 番

10 号 
100百万円 冠婚葬祭業等 昭和44年4月3日 

 

50％ 

 

株式会社 

互助センター 

友の会 

東京都豊島区北

大塚二丁目 3 番

16 号 
90 百万円 冠婚葬祭業等 昭和48年1月25日 

 

50％ 

 

みなし主要株主の状況 

名称 

主たる営業所 

又は事務所の 

所在地 

資本金又は 

出資金 
事業の内容 

設 立 

年月日 

株式等の総数等

に占める所有 

株式等の割合 

株式会社 

さくら運輸 
（（株）ベルコ株主） 

北海道苫小牧市 

木場町一丁目 

1 番 2 号 

 20百万円 運輸業 平成10年2月9日 50％ 

齋藤 斎 
（（株）さくら運輸 

株主） 

滋賀県大津市 ― 個人 ― 50％ 

株式会社 

さくら運輸 
（（株）互助センター

友の会株主） 

山口県下関市 

細江町 6 番 18号 
 20百万円 運輸業 平成10年2月13日 50％ 

齋藤 武雄 
（（株）さくら運輸 

株主） 

京都府京都市 ― 個人 ― 50％ 

 
Ⅰ－８ 取締役及び監査役（平成 29年 6月 22日現在）  

男性 １３名  女性 ０名 （取締役及び監査役のうち女性の比率 0％） 

役職名 氏名 
代表取締役 齋藤 斎 
取締役副社長 岩本 博幸 
取締役 安達 倫明 
取締役 落合 孝 
取締役 武智 和昭 
取締役 佐々木 浩 
取締役 戸谷 義明 
取締役（非常勤） 齋藤 武雄 
取締役（非常勤） 木崎 秀安 
取締役（社外） 黒澤 武司 
常勤監査役（社外） 大川 隆夫 
監査役（非常勤) 齋藤 秀麻呂 
監査役（非常勤・社外） 磯﨑 剛 
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Ⅰ－９ 会計監査人の氏名又は名称 

  スター監査法人  代表社員 白井太郎 

  

Ⅰ－10 従業員の在籍・採用状況 

区 分 
27年度末 

在 籍 数 

28年度末 

在 籍 数 

27年度 

採用数 

28年度 

採用数 

平成 28年度末 

平均年齢 平均勤続年数 

内 勤 職 員 78名 90名 11名 29名 47.8歳   2.7年 

（男子） 

 

（34） （42） （1） （13） （53.8） （2.8） 

（女子） 

 

（44） （48） （10） （16） （42.7） （2.7） 

（総合職）

 

（30） （39） （1） （12） （54.2） （2.8） 

（一般職） （48） （51） （10） （17） （43.0） （2.7） 

（注）当社には営業職員は在籍しておりません。 
 

Ⅰ－11 平均給与（内勤職員） 

                       （単位：千円） 

区 分 平成 28 年 3月 平成 29年 3月 

内 勤 職 員 285 301 

（注）平均給与月額は各年 3月中の税込定例給与であり、賞与及び時間外手当は含んで

おりません。 

 

Ⅰ－12 平均給与（営業職員） 

該当事項がありません。 
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Ⅱ．会社の主要な業務の内容 

 

Ⅱ－１ 主要な業務の内容 

（１）保険の引受け 

個人保険の引受けを行っています。 

（２）資産の運用 

安全性・流動性に留意し、安定的な運用に努めています。 

（３）共済会の管理受託業務 

共済会の業務及び財産の管理業務を受託して行っています。 

 

Ⅱ－２ 経営方針 

[経営理念] 

当社は、社会から信頼される会社を目指し、以下のような経営理念のもとに事業を行っ

ています。 

（１）お客様のニーズに応えた魅力ある商品の提供及びお客様サービスの徹底 

（２）コンプライアンスを重視した公正で誠実な企業活動 

（３）お客様の信頼を得ることができる盤石な経営基盤の構築及び充実 

 

[行動規範] 

また、当社は、以下のような行動規範のもとに企業活動を行っています。 

（１）お客様本位の行動 

お客様の満足と信頼が得られるよう、お客様のニーズに応える質の高い商品および

お客様の視点に立ったサービスを提供するとともに、保険金等のお支払いを適切に行

う。 

また、広くお客様の声を捉えたうえで、誠実に対応し、経営に反映する。 

（２）コンプライアンスと高い企業倫理に基づく行動 

お客様と社会からの確固たる信頼を確立するため、あらゆる法令をはじめ、社会的

規範を遵守した公正な事業活動を行う。 

生命保険業におけるお客様情報の重要性を認識し、適正な取扱いを行うとともに、

お客様情報の保護を徹底する。 

（３）社会的責任に基づく行動 

社会性・公共性に配慮した安全性を重視した資産運用を行う。 

また、環境問題・社会貢献活動に積極的に取り組む。 
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Ⅲ．直近事業年度における事業の概況 

 

Ⅲ－１ 直近事業年度における事業の概況  

業績面で新契約・保有契約が共に増加したものの、資産運用関係収益の減少ととも

に、責任準備金等繰入額や事業費が増加したため、経常利益は減少する結果となりま

した。 
［募集態勢］ 

募集態勢は募集代理店制度を採用しており、年度末の代理店数は593店（前年度末

から35店増加）、生命保険募集人数は7,933名（同219名増加）となりました。 
［契約高の状況］ 

新契約件数は33,895件（対前年度増減率19.6％）、新契約高25,335百万円（同30.0％）

となりました。一方、解約件数は9,451件（同9.6％）、解約契約高は6,333百万円（同

11.2％）、失効件数は4,542件（同△10.8％）、失効契約高は3,593百万円（同△8.9％）

となりました。この結果、年度末保有件数は217,163件（同8.7％）、保有契約高は

135,053百万円（同11.8％）となりました。また、新契約の年換算保険料は1,376百万

円（同31.1％）、保有契約の年換算保険料は6,507百万円（同16.0％）となりました。 
［経常収益］ 

保険料等収入は6,379百万円（対前年度増減率19.3％）となりました。 
資産の状況としては、現・預金が 20,941 百万円、国債 3,979 百万円、投資用不動

産2,511百万円、為替フルヘッジの外国債券投信1,929百万円などを保有しています。 
資産運用関係収益は、不動産賃貸収入 291 百万円（同△44.2％）、有価証券利息 70

百万円（同△3.5％）、貸付利息 20 百万円（同△22.1％）、預貯金利息 8 百万円（同

△9.6％）、特定金銭信託運用益 17 百万円（同 107.5％）等の合計 446 百万円（同△

30.7％）となりました。 
［経常費用］ 

保険金等支払金は1,290百万円（対前年度増減率35.6％）となりました。また、責

任準備金等に3,400百万円（同21.2％）を繰り入れ、その結果、年度末の責任準備金

は19,184百万円（同21.5％）となりました。 
資産運用費用は不動産運用に係る費用を中心に106百万円（同△38.3％）でありま

した。また、事業費は1,688百万円（同25.0％）となりました。 
その他経常費用としては、保険金据置支払金、税金、減価償却費等があり、178百

万円（同26.1％）となっています。 
［経常利益］ 

以上のような事業活動の結果、経常収益は6,863百万円（対前年度増減率14.2％）、

経常費用は6,664百万円（同22.9％）となり、経常利益199百万円（同△66.2％）を

計上しました。 
［当期純利益］ 

法人税等合計は56百万円（対前年度増減率△70.8％）となり、その結果、当期純

利益は142百万円（同△71.2％）となりました。 
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Ⅲ－２ 契約者懇談会開催の概況 

平成２８年度については開催いたしませんでした。 

 

Ⅲ－３ 相談・苦情処理態勢、相談（照会、苦情）の件数、及び苦情からの改善事例 

（１）お客様からの声を集約して業務の改善を行っていく態勢 
当社ではお客様からのご相談・ご意見等をお受けする窓口として、「コールセンタ

ー」を設置し、フリーダイヤルによるお申し出をお受けしております。また、お電

話だけでなく、いつでもご意見をお受けできるよう、ご契約成立後にお送りする「保

険証券」に、「ご意見・ご要望」はがきを同封しています。 
お寄せいただいたお客様の声（ご意見・ご要望・苦情等）をもとに、より良いサ

ービスのご提供ができるよう、以下の態勢を構築し業務の改善に努めております。 
 

 
 
 
 
 
 
    改善指示→           ←苦情分析・改善対応策 
 
 
 
 
（２）お客様からの相談・苦情の内訳 
  当社に寄せられた、お客様からの相談・苦情の件数は以下のとおりです。 

 
 平成 28年度（平成 28年 4月 1日～平成 29年 3月 31日）   

 相 談 苦 情 合 計 

新契約関係（商品内容・資料請求他ご加入に関するもの） 534 364 898 

収納関係（保険料のお払込み等に関するもの） 2,976 37 3,013 

保全関係（住所変更、解約等お手続きに関するもの） 16,029 166 16,195 

保険金関係（ご請求、お支払いに関するもの） 1,707 15 1,722 

その他 2,946 54 3,000 

合  計 24,192 636 24,828 

 

お客様 

顧客サービス部 
（コールセンター） 

コンプライアンス委員会 

関係部署 

経営会議・取締役会 
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Ⅲ－４ お客様への各種情報の提供の実態 
お客様への情報提供を以下の方法で行っています。 

項  目 媒 体 名 提供時期 
経営活動 ・みどり生命の現状 

・インターネットホームページ 
  http://www.midori-life.com/ 

年 1 回 
随時 

ご契約時 ・商品パンフレット（契約概要） 
・「注意喚起情報・ご契約のしおり・約款」 

 

－ 
ご契約締結後 ・ご契約内容のお知らせ 年 1 回 

 

Ⅲ－５ 商品に対する情報及びデメリット情報提供の方法 
ご契約に際して、商品内容や制度について、お客様が詳しい内容を知らなかったことに

より、デメリット（不利益）を被ることのないように、情報提供と意向把握をしっかり行

っています。具体的には、「総合商品案内」を用いて全保険種類をご案内したうえで、お客

様の意向を把握し、意向に沿う保険商品を「パンフレット(契約概要)」で説明します。商

品内容や告知義務、保険金・給付金等をお支払いできない事例等、特にご確認いただきた

い事項を記載した「注意喚起情報・ご契約のしおり・約款」をお渡しし、お客様への説明

の徹底を図っています。また、ご契約の際に、お客様の意向が反映され、お客様が商品内

容を十分ご理解いただいたうえでお申込みをされているかを「意向把握・確認書」で確認

させていただいております。 
 

Ⅲ－６ 営業職員・代理店教育・研修の概略 

   募集代理店の登録       業界共通教育制度 

委託業務の内容の説明         

 

業務委託契約の締結 

 

登録前研修 

    一般課程試験 

 登 録 

    

登録後研修 

     一般課程試験 

 

専門課程試験 

 

応用課程試験 

 

生命保険大学課程試験 

  募集代理店として委託する前に、契約条件・委託する業務内容の確認など代理店独自

の事項について説明を行っています。委託後は、募集代理店の適正な募集を確保するた

め、業界共通教育制度に基づいて、登録前研修を実施し、登録後においては商品知識、

販売技術や必要な専門知識の付与を行います。以降各段階に応じて、専門課程試験・応

用課程試験等の受験の取組を行い募集代理店・募集人を育成しています。 
また、生命保険募集人が募集活動を行うにあたり「お客様重視・法令等遵守」の視点

を持ち続けていくために、募集人登録を行っているすべての生命保険募集人は継続教育

制度標準カリキュラムに沿って研修を受けております。 
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Ⅲ－２ 契約者懇談会開催の概況 

平成２８年度については開催いたしませんでした。 

 

Ⅲ－３ 相談・苦情処理態勢、相談（照会、苦情）の件数、及び苦情からの改善事例 

（１）お客様からの声を集約して業務の改善を行っていく態勢 
当社ではお客様からのご相談・ご意見等をお受けする窓口として、「コールセンタ

ー」を設置し、フリーダイヤルによるお申し出をお受けしております。また、お電

話だけでなく、いつでもご意見をお受けできるよう、ご契約成立後にお送りする「保

険証券」に、「ご意見・ご要望」はがきを同封しています。 
お寄せいただいたお客様の声（ご意見・ご要望・苦情等）をもとに、より良いサ

ービスのご提供ができるよう、以下の態勢を構築し業務の改善に努めております。 
 

 
 
 
 
 
 
    改善指示→           ←苦情分析・改善対応策 
 
 
 
 
（２）お客様からの相談・苦情の内訳 
  当社に寄せられた、お客様からの相談・苦情の件数は以下のとおりです。 

 
 平成 28年度（平成 28年 4月 1日～平成 29年 3月 31日）   

 相 談 苦 情 合 計 

新契約関係（商品内容・資料請求他ご加入に関するもの） 534 364 898 

収納関係（保険料のお払込み等に関するもの） 2,976 37 3,013 

保全関係（住所変更、解約等お手続きに関するもの） 16,029 166 16,195 

保険金関係（ご請求、お支払いに関するもの） 1,707 15 1,722 

その他 2,946 54 3,000 

合  計 24,192 636 24,828 

 

お客様 

顧客サービス部 
（コールセンター） 

コンプライアンス委員会 

関係部署 

経営会議・取締役会 
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Ⅲ－７ 新規開発商品の状況 

(１) 契約日が平成２９年４月２日以降となるご契約から下表のとおり予定利率を改定

するとともに、商品名称を変更することを発表しました（平成２８年１２月）。 

保険種類 変更前の商品名称 変更後の商品名称 
予定利率（％） 

改定前 改定後 

無選択型生存保険 

金付定期保険 
はなみずき はなみずきⅡ 1.5 0.6 

無選択型終身保険 

（低解約払戻金型） 

みどりの終身 65 みどりの終身 65Ⅱ 1.5 0.6 

みどりの終身 100 みどりの終身 100Ⅱ 1.5 0.6 

みどりの終身ﾒﾓﾘｱﾙ みどりの終身ﾒﾓﾘｱﾙⅡ 1.5 0.6 

 
（２）契約日が平成２９年４月２日以降となる無選択型終身保険（低解約払戻金型）「み

どりの終身メモリアルⅡ」において、保険料払込期間２０年の取扱開始を発表しま

した（平成２８年１２月）。 
 
Ⅲ－８ 保険商品一覧 
 
□ 無選択型生存保険金付定期保険「はなみずきⅡ」 

 

この保険は、被保険者が万一死亡されたときのご家族の経済的負担の軽減を図ることを

主な目的とするとともに、保険期間満了時まで生存されたときには生存保険金をお支払い

することにより、ご家族の生活の安定に資することを目的とした商品です。 

 

【特長】 

(１) 契約年齢の範囲 

満 30歳～満 75歳 

(２) ご加入に際しては、医師の診査や告知書の提出は不要です。また、告知義務違反に

よる保険契約の解除の制度はありません。 

(３) 次の２つのコースを選択できます。 
① 月払保険料 3,000 円コース（２口） 

② 月払保険料 1,500 円コース（１口） 

(４) 被保険者が保険期間満了時に生存されているとき、生存保険金をお支払いします。 

 

 
  

894,600円

（44.73万円）

（89.46万円）

（10年）

894,600円

（44.73万円）

（89.46万円）

（10年）

仕組み図
［満60歳女性　月払保険料3,000円コース（2口）の場合］
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□ 無選択型終身保険(低解約払戻金型) 「みどりの終身６５Ⅱ」「みどりの終身１００

Ⅱ」「みどりの終身メモリアルⅡ」 
 
この保険は、被保険者が万一死亡されたときのご家族の経済的負担の軽減を図ることを

主な目的とした商品です。 

 
【特長】 

(１) 契約年齢の範囲 

・「みどりの終身６５Ⅱ」（65歳保険料払込満了）：満 30歳～満 55歳 

・「みどりの終身１００Ⅱ」（100歳保険料払込満了）：満 56歳～満 80歳 

・「みどりの終身メモリアルⅡ」(保険料払込期間 10年・20年)：満 30歳～満 80歳 

(２) 保険料払込期間中の解約払戻金を低く抑えることで、解約払戻金を低く設定しな

い場合より保険料を割安にしました。 

(３) ご加入に際しては、医師の診査や告知書の提出は不要です。また、告知義務違反に

よる保険契約の解除の制度はありません。 
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① 月払保険料 3,000円コース（２口） 
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仕組み図（みどりの終身メモリアルⅡ）
［満60歳男性　20年払込　死亡保険金額100万円　月払保険料5,191円の場合］

死亡保険金
100万円

3年間

保険料払込期間20年（低解約払戻金期間）

災害死亡保険金
（死亡保険金と同額）

死亡給付金
（既払込保険料相当額）

60歳 63歳 80歳

一
生
涯
保
障
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Ⅲ－９　情報システムに関する状況 

　当社では、ご要望に応じたさまざまなサービスを迅速にご提供できるよう、最新の情報

通信技術（ICT）を活用したシステムを構築し、順次改善を実施しております。また、お

客さまのご契約情報を安全に管理するために、情報セキュリティに関する各種ガイドライ

ンを制定し、個人情報管理の徹底に努めた業務運営を行なっております。各システムは物

理的および論理的にアクセス制限を行うことにより、お客さまからお預かりした個人情報

にアクセスできる役職員を業務上必要最小の範囲に限定しております。また基幹システム

は、震度 7 相当の地震や、人的脅威・物理的脅威に対して万全の対策が施された堅牢なデ

ータセンターに設置・運営しているとともに、万一に備えて遠隔地にもバックアップセン

ターを備えております。

Ⅲ－１０ 公共福祉活動、厚生事業団活動の概況

生命保険事業は社会性・公共性の高い事業であることから、社会の発展に寄与するため

の社会貢献活動は重要なものであると考えています。当社では、一般社団法人生命保険協

会及び全国にある地方協会を通じて、要介護老人支援策、募金・献血運動など様々な社会

貢献活動に取り組んでいます。
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Ⅳ．直近５事業年度における主要な業務の状況を示す指標 

（単位：百万円） 

項    目 平成 

24年度 

平成 

25年度 

平成 

26年度 

平成 

27年度 

平成 

28年度 

経常収益 5,497 5,696 5,309 6,011 6,863 

経常利益 736 681 648 589 199 

基礎利益 713 674 652 589 195 

当期純利益 480 449 448 495 142 

資本金の額及び 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 

発行済株式の総数 200千株 200千株 200千株 200千株 200千株 

総資産 18,282 22,364 25,288 28,486 31,892 

 うち特別勘定資産 ― ― ― ― ― 

責任準備金残高 7,214 10,600 13,014 15,788 19,184 

貸付金残高 430 430 435 435 205 

有価証券残高 4,234 4,220 4,206 4,192 6,008 

ソルベンシー･マージン比率 9,955.5% 6,243.0% 6,042.1% 7,805.6% 7,151.7% 

従業員数 47名 48名 76名 78名 90名 

保有契約高 87,493 101,911 111,986 120,783 135,053 

 個人保険 87,493 101,911 111,986 120,783 135,053 

 個人年金保険 ― ― ― ― ― 

 団体保険 ― ― ― ― ― 

団体年金保険保有契約高 ― ― ― ― ― 
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Ⅴ．財産の状況 

Ⅴ－１ 貸借対照表 

 

科    目 平成 27年度 平成 28年度 科    目 平成 27年度 平成 28年度 

（資産の部）    （負債の部）   

預貯金 19,259 20,941 保険契約準備金 15,899 19,300 

  現金 0 0   支払備金 110 115 

  預貯金 19,259 20,940   責任準備金 15,788 19,184 

コールローン 1,000 1,000 代理店借 47 45 

金銭の信託 500 500 その他負債 494 404 

有価証券 4,192 6,008   未払法人税等 100 1 

  国債 3,992 3,979   未払金 ― ― 

 
その他の証券 200 2,029   未払費用 149 115 

貸付金 435 205 
 

前受収益 ― 34 

 
一般貸付 435 205   預り金 13 0 

有形固定資産 2,576 2,549 
 

預り保証金 227 249 

 
土地 1,718 1,718 

 
仮受金 3 4 

 
建物 844 815 退職給付引当金 0 1 

 建設仮勘定 0 ― その他の引当金 2 3 

 
その他の有形固定資産 12 15 価格変動準備金 1 1 

無形固定資産 49 30 
 

  

  ソフトウェア 47 30 
 

  

 ソフトウェア仮勘定 2 ―    

代理店貸 0 0 
 

  

その他資産 464 620 
 

  

  未収金 386 543 負債の部合計 16,446 19,757 

  前払費用 25 19 （純資産の部）   

  未収収益 27 23 資本金 10,000 10,000 

  預託金 6 18 利益剰余金 2,040 2,183 

  仮払金 2 0  その他利益剰余金 2,040 2,183 

  その他の資産 15 16    繰越利益剰余金 2,040 2,183 

繰延税金資産 15 37 株主資本合計 12,040 12,183 

貸倒引当金 △7 △0 その他有価証券評価差額 ― △48 

      純資産の部合計 12,040 12,134 

資産の部合計 28,486 31,892 負債及び純資産の部合計 28,486 31,892 

 

（単位：百万円） 
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注記事項 
貸借対照表関係） 

 
1.  会計方針に関する事項 

(1)有価証券及び金銭の信託の評価基準及び評価方法 
有価証券（現金及び預貯金・買入金銭債権のうち有価証券に準じるもの及び金銭の信託において信託財産として
運用している有価証券を含む）の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、
その他有価証券のうち時価のあるものについては 3 月末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動

平均法）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法によっており
ます。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

(2)有形固定資産の減価償却の方法 
有形固定資産の減価償却は定率法によっております。ただし、建物及び、平成 28 年 4 月 1 日以降に取得した建
物附属設備及び構築物については定額法によっております。また、主な耐用年数は建物、建物附属設備及び構築
物 3～41 年、什器備品 3～20 年であります。なお、その他の有形固定資産のうち取得価額が 10 万円以上 20 万

円未満のものについては、3 年間で均等償却を行っております。 
(3)無形固定資産の減価償却の方法 

無形固定資産の減価償却は定額法によっております。なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期

間（5 年）に基づく定額法により償却しております。 
(4)貸倒引当金の計上方法 

債権等の貸倒による損失に備えるため、一般貸付金について経営上用いている合理的な貸倒見積額を計上してお

ります。また、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお
ります。 

(5)賞与引当金の計上方法 
賞与引当金は従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額基準に基づき計上しております。 

(6)退職給付引当金の計上方法 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。 
退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を
用いた簡便法を適用しております。 

(7)価格変動準備金の計上方法 
価格変動準備金は、保険業法第 115 条の規定に基づき算出した額を計上しております。 

(8)リース取引の処理方法 
リース取引開始日が平成 20 年 3 月 31 日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
(9)その他採用した重要な会計方針 
①消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等のう
ち、税法に定める繰延消費税等については、前払費用に計上し、5 年間で均等償却し、繰延消費税等以外のもの
については、発生年度に費用処理しております。 

②責任準備金の積立方法 
責任準備金は、保険業法第 116 条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については次の方式により計算し
ております。 
・標準責任準備金の対象契約については金融庁長官が定める方式（平成 8 年大蔵省告示第 48 号） 

2.  法人税法の改正に伴い、「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い(実務対応報告第
32 号 平成 28 年 6 月 17 日)」を当事業年度に適用し、平成 28 年 4 月 1 日以後に取得した建物附属設備及び構築物に

係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。なお、これによる当事業年度の損益に与える影響は軽微
であります。 

3. 有形固定資産の減価償却累計額は 209 百万円であります。 
4.  関係会社に対する、金銭債権の総額は 324 百万円、金銭債務の総額は 0 円であります。 
5.  その他の引当金の内訳は、賞与引当金 3 百万円であります。 
6. 繰延税金資産の総額は、37 百万円であります。繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券の評価差額

19 百万円、保険契約準備金 15 百万円であります。 
7.  当年度における法定実効税率は 28.24％であり、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異

が法定実効税率の 100 分の 5 以下であるため、差異の原因となった主な項目別の内訳の注記を省略しております。 
8.  当社は本社オフィス等の不動産賃貸契約に基づき、オフィスの退去時における原状回復に係る債務を有しておりま

す。しかし、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確ではことから、資産除去債務を合理的に見積もることが
できないため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。 

9.  保険業法第 259 条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当事業年度末における当社の今後の負担見積額
は 57 百万円であります。なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しております。 

10.  1 株当たりの純資産額は 60,672 円 69 銭であります。 
11.  金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
12.「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第 26 号 平成 28 年 3 月 28 日改正)を当事業

年度から適用しております。 
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Ⅴ．財産の状況 

Ⅴ－１ 貸借対照表 

 

科    目 平成 27年度 平成 28年度 科    目 平成 27年度 平成 28年度 

（資産の部）    （負債の部）   

預貯金 19,259 20,941 保険契約準備金 15,899 19,300 

  現金 0 0   支払備金 110 115 

  預貯金 19,259 20,940   責任準備金 15,788 19,184 

コールローン 1,000 1,000 代理店借 47 45 

金銭の信託 500 500 その他負債 494 404 

有価証券 4,192 6,008   未払法人税等 100 1 

  国債 3,992 3,979   未払金 ― ― 

 
その他の証券 200 2,029   未払費用 149 115 

貸付金 435 205 
 

前受収益 ― 34 

 
一般貸付 435 205   預り金 13 0 

有形固定資産 2,576 2,549 
 

預り保証金 227 249 

 
土地 1,718 1,718 

 
仮受金 3 4 

 
建物 844 815 退職給付引当金 0 1 

 建設仮勘定 0 ― その他の引当金 2 3 

 
その他の有形固定資産 12 15 価格変動準備金 1 1 

無形固定資産 49 30 
 

  

  ソフトウェア 47 30 
 

  

 ソフトウェア仮勘定 2 ―    

代理店貸 0 0 
 

  

その他資産 464 620 
 

  

  未収金 386 543 負債の部合計 16,446 19,757 

  前払費用 25 19 （純資産の部）   

  未収収益 27 23 資本金 10,000 10,000 

  預託金 6 18 利益剰余金 2,040 2,183 

  仮払金 2 0  その他利益剰余金 2,040 2,183 

  その他の資産 15 16    繰越利益剰余金 2,040 2,183 

繰延税金資産 15 37 株主資本合計 12,040 12,183 

貸倒引当金 △7 △0 その他有価証券評価差額 ― △48 

      純資産の部合計 12,040 12,134 

資産の部合計 28,486 31,892 負債及び純資産の部合計 28,486 31,892 

 

（単位：百万円） 

14

Ⅴ 

財
産
の
状
況



15 
 

 注記事項 
（金融商品関係） 

1.  金融商品の状況に関する事項 
保険業法第 118 条第１項に規定する特別勘定以外の勘定である一般勘定の資産運用は、安全性と収益性を勘案 
しつつ極力リスクを抑えた運用をしております。この方針に基づき、当社が保有する金融商品は国債、金銭信 
託、特定社債及び貸付金であります。 
有価証券は市場リスク及び信用リスクに晒されております。しかし、現在当社が保有する有価証券は基本的に
満期保有の国債とソブリン向け外債投資信託(為替ヘッジ付)であり、市場リスクは限定的で信用リスクはありま

せん。 
貸付金は特定目的会社向けの一般貸付で、貸付金の契約の不履行によってもたらされる信用リスクに晒されて
おりますが、不動産担保を十分に確保することによって信用リスクを軽減させております。 
金銭信託については、市場リスクを軽減するためキャッシュ残高を極力多く確保し、含み損の状況にならない
ようにリスク管理しております。 

2.  金融商品の時価等に関する事項 
主な金融資産及び金銭負債にかかる貸借対照表計上額、時価及びこれらの差異については、次の通りであり 
ます。 

(単位：百万円） 

 貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(1) 現金及び預貯金 

(2) コールローン 

(3) 未収金 

(4) 金銭の信託 

(5) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

    外債投資信託 

    特定社債 

(6) 貸付金 

貸倒引当金（※1） 

20,941 

1,000 

543 

500 
 

3,979 

1,929 

100 

205 

△0 

20,941 

1,000 

543 

500 
 

4,470 

1,929 

100 

- 

- 

- 

- 

- 

- 
 

490 

- 

- 

- 

- 

 204 245 40 

資産計 29,197 29,728 531 

   (※1) 貸付金に対する貸倒引当金を控除しております。 
    (注) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

1現金及び預貯金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって 
おります。 

2コールローン 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって 
おります。 

3未収金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって 
おります。 

4金銭の信託 

当社の金銭信託は現預金、コールローン、並びに債券のみによって構成されております。現預金に 
ついては当該帳簿価額によっております。債券については、（注）5有価証券と同様の方法によって 
おります。コールローンについては、短期間で決済され、時価は帳簿価額と近似していることから、 

当該帳簿価額によっております。なお、取得原価、貸借対照表計上額及びこれらの差額は、次の通り 
であります。 

（単位：百万円） 

種類 取得原価 貸借対照表計上額 差額 

金銭信託 500 500 0 

 
5有価証券 

有価証券（預貯金・買入金銭債権のうち「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10号）に基 
づく有価証券として取り扱うもの及び金銭の信託において信託財産として運用している有価証券を 
含む）、満期保有目的の債券は 3月末日の市場価額等によっております。なお、特定社債については 

市場がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、有価証券に含めておりません。 
当該特定社債の当期末における貸借対照表価額は、100百万円であります。 

6貸付金 

一般貸付のうち、固定金利貸付の時価については、主に、将来キャッシュ・フローを現在価値へ割り 
引いた価格によっております。 

15
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注記事項 

（賃貸等不動産） 

  

 

当社では、東京都 23 区内において、賃貸用不動産を有しております。当期末における当該賃貸等 
不動産の貸借対照表計上額、当会計期間増減額及び時価は、次の通りであります。 
 

（単位：百万円） 

貸借対照表計上額 
当期末の時価 

当期首残高 当期増減額 当期末残高 
2,557 △46 2,511 3,033 

(注)   1  貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

      2  当期末の時価は、土地については地価公示法第 6 条に規定する標準地に合理的 
な調整を行って算定した結果、建物については取得原価から減価償却累計額を控除した金額に 
よっております。 
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 注記事項 
（金融商品関係） 

1.  金融商品の状況に関する事項 
保険業法第 118 条第１項に規定する特別勘定以外の勘定である一般勘定の資産運用は、安全性と収益性を勘案 
しつつ極力リスクを抑えた運用をしております。この方針に基づき、当社が保有する金融商品は国債、金銭信 
託、特定社債及び貸付金であります。 
有価証券は市場リスク及び信用リスクに晒されております。しかし、現在当社が保有する有価証券は基本的に
満期保有の国債とソブリン向け外債投資信託(為替ヘッジ付)であり、市場リスクは限定的で信用リスクはありま

せん。 
貸付金は特定目的会社向けの一般貸付で、貸付金の契約の不履行によってもたらされる信用リスクに晒されて
おりますが、不動産担保を十分に確保することによって信用リスクを軽減させております。 
金銭信託については、市場リスクを軽減するためキャッシュ残高を極力多く確保し、含み損の状況にならない
ようにリスク管理しております。 

2.  金融商品の時価等に関する事項 
主な金融資産及び金銭負債にかかる貸借対照表計上額、時価及びこれらの差異については、次の通りであり 
ます。 

(単位：百万円） 

 貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(1) 現金及び預貯金 

(2) コールローン 

(3) 未収金 

(4) 金銭の信託 

(5) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

    外債投資信託 

    特定社債 

(6) 貸付金 

貸倒引当金（※1） 

20,941 

1,000 

543 

500 
 

3,979 

1,929 

100 

205 

△0 

20,941 

1,000 

543 

500 
 

4,470 

1,929 

100 

- 

- 

- 

- 

- 

- 
 

490 

- 

- 

- 

- 

 204 245 40 

資産計 29,197 29,728 531 

   (※1) 貸付金に対する貸倒引当金を控除しております。 
    (注) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

1現金及び預貯金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって 
おります。 

2コールローン 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって 
おります。 

3未収金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって 
おります。 

4金銭の信託 

当社の金銭信託は現預金、コールローン、並びに債券のみによって構成されております。現預金に 
ついては当該帳簿価額によっております。債券については、（注）5有価証券と同様の方法によって 
おります。コールローンについては、短期間で決済され、時価は帳簿価額と近似していることから、 

当該帳簿価額によっております。なお、取得原価、貸借対照表計上額及びこれらの差額は、次の通り 
であります。 

（単位：百万円） 

種類 取得原価 貸借対照表計上額 差額 

金銭信託 500 500 0 

 
5有価証券 

有価証券（預貯金・買入金銭債権のうち「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10号）に基 
づく有価証券として取り扱うもの及び金銭の信託において信託財産として運用している有価証券を 
含む）、満期保有目的の債券は 3月末日の市場価額等によっております。なお、特定社債については 

市場がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、有価証券に含めておりません。 
当該特定社債の当期末における貸借対照表価額は、100百万円であります。 

6貸付金 

一般貸付のうち、固定金利貸付の時価については、主に、将来キャッシュ・フローを現在価値へ割り 
引いた価格によっております。 
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Ⅴ－２ 損益計算書 

（単位：百万円） 

科         目 平成 27年度 平成 28年度 

経  常  収  益 6,011 6,863 

  保険料等収入 5,348 6,379 

  
 

保険料 5,348 6,379 

  資産運用収益 643 446 

  
 

利息及び配当金等収入 632 391 

  
  預貯金利息 9 8 

   有価証券利息・配当金 73 70 

   貸付金利息 25 20 

   不動産賃貸料 523 291 

   その他利息配当金 0 0 

  
 

金銭の信託運用益 8 17 

  その他運用収益 0 33 

  その他経常収益 19 37 

  保険金据置受入金 10 9 

  退職給付引当金戻入額 1 － 

  その他の経常収益 7 28 

経  常  費  用 5,421 6,664 

  保険金等支払金 951 1,290 

  
 

保険金 334 561 

  
 

給付金 103 94 

  解約返戻金 501 634 

  
 

その他返戻金 12 0 

  責任準備金等繰入額 2,804 3,400 

  
 

支払備金繰入額 30 4 

  
 

責任準備金繰入額 2,774 3,396 

 
資産運用費用 173 106 

  支払利息 0 0 

  貸倒引当金繰入額 - - 

  賃貸用不動産等減価償却費 83 48 

  その他運用費用 89 58 

  事業費 1,350 1,688 

  その他経常費用 141 178 

  
 

保険金据置支払金 3 3 

  税金 107 141 

  
 

減価償却費 29 32 

  退職給付引当金繰入額 0 0 

経常利益 589 199 

特  別  利  益 101 － 

 
固定資産等処分益 99 － 

 その他特別利益 1 － 

特  別  損  失 3 0 

 
価格変動準備金繰入額 0 0 

 
その他 3 0 

税引前当期純利益 688 199 

法人税及び住民税 194 58 

法人税等調整額 △2 △2 

法人税等合計 192 56 

当期純利益 495 142 17
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注記事項 
（損益計算書関係） 

 

1.  関係会社との取引による収益の総額は 29百万円、費用の総額は 47百万円であります。 
2.  １株当たり当期純利益の金額は 713円 96銭であります。 
3.  「その他経常収益」の主な内訳は、保険契約者に対する祝金の据置分 9百万円であります。 

4.  関連当事者との取引は次のとおりであります。 
（単位：百万円） 

属性 会社等の名称 

議決権
等の 
所有 

割合 

関連当事者と
の関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

主要株主 
（会社等） 

株式会社 
ベルコ 

被所有
50％ 

保険金等の支
払 

葬儀施行 
費用への 

充当 

228 未払金 - 

航空券の 
購入手配 

航空券の 

購入 
(注)1 

10 未払費用 1 

出向者派遣契
約の締結 

受入出向者

労務費の支
払(注)3 

10 未払費用 0 

日常業務上の

取引 

生花手配、研
修等会議室

利用 
0 未払費用 0 

不動産 
賃貸借契約の

締結 

不動産賃借

(注)1 
0 前払費用 0 

株式会社 

互助センター
友の会 

被所有
50％ 

保険金等の支
払 

葬儀施行 
費用への 

充当 

33 未払金 - 

日常業務上の
取引 

生花手配 0 未払費用 0 

不動産 
賃貸借契約の

締結 

不動産賃借
(注)1 

25 
敷金差入 
保証金 

18 

主要株主（会
社等）及び役

員が議決権
の過半数を

所有 

している 
会社等 

株式会社 
セレマ 
(注)2 

なし 

保険金等の支
払 

葬儀施行 
費用への 

充当 

124 未払金 - 

日常業務上の

取引 

生花手配、研
修等会議室

利用 
0 未払費用 - 

役員が 

過半数の出
資を 

している団

体 

全日本みどり

共済会 

なし 

業務及び財産
の管理の委託

の締結 

管理受託料
の受取 
(注)4 

1 未収金 0 

新日本みどり

共済会 

業務及び財産
の管理の委託

の締結 

管理受託料
の受取 
(注)4 

4 未収金 0 

関連会社 
特定目的会社 

けやき 
なし 
(注)5 

重要な融資を
行っている 

資金の 
貸付等 

17 

長期 
貸付金 

200 

有価証券 
その他の

証券 
100 

未収利息 5 

関連会社 
特定目的会社 

みなづき 

なし 

(注)5 

重要な融資を
行っていた 
(注)6 

資金の 

貸付等 
11  - 
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取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注） 1 価格その他の取引条件は、各取引先と価格交渉のうえ、一般取引条件と同様に決定しております。 

2 当社の主要株主及び当社役員が議決権の 100％を保有しております。 

3 受入出向者の労務費は出向元の従業員の給与水準及び出向従業員の給与支給額を勘案し、両者協議のうえ決定して
おります。 

4 管理受託料については、両者合意のうえ、料率を合理的に決定しております。 

5 取引等において緊密な関係があることにより、同意している者が所有している議決権と合わせて議決権の 100分の
20以上を占めております。 

6 同特定目的会社は特定資産の流動化に関する計画期間満了に伴い、平成 28年 11年 1日付で解散し、当社の同社に

対する貸付金、社債は全額償還されております。 
7 取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております 

5. 金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
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Ⅴ－３ キャッシュ・フロー計算書 

 （単位：百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益（△は損失） 688 199

賃貸用不動産等減価償却費 83 48

減価償却費 29 32

支払備金の増減額（△は減少） 30 4

責任準備金の増減額（△は減少） 2,774 3,396

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 3 △ 7

賞与引当金の増減額（△は減少） 0 0

退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 0 0

価格変動準備金の増減額（△は減少） 0 0

利息及び受取配当金等収入 △ 109 △ 100

未収入金の増減額（△は増加） △ 22 △ 115

金銭の信託運用損益（△は益） △ 8 △ 17

有形固定資産関連損益（△は益） △ 99 -

代理店貸の増減額（△は増加） 3 0

代理店借の増減額（△は減少） 12 △ 1

預り保証金の増減額(△は減少) △ 113 22

その他資産（除く投資活動関連・財務活動関連）の増減額（△は増加） 5 0

その他負債（除く投資活動関連・財務活動関連）の増減額（△は減少） △ 13 △ 12

3,256 3,450

利息及び配当金等の受取額 117 130

法人税等の支払額 △ 182 △ 198

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,191 3,381

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入れによる支出 △ 700 -

有価証券の取得による支出 △ 1,000 △ 1,997

有価証券の売却・償還による収入 - 100

貸付金の回収による収入 - 230

△ 1,700 △ 1,667

（ 1,491 ） （ 1,714 ）

有形固定資産の取得による支出 △ 4 △ 31

有形固定資産の売却による収入 1,902 -

無形固定資産の取得による支出 △ 22 △ 7

投資活動によるキャッシュ・フロー 176 △ 1,706

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

- -

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 - -

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,368 1,675

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 11,675 15,043

Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高 15,043 16,719

（営業活動及び資産運用活動計）

平成27年度科　　目 平成28年度

小計

資産運用活動計
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注記事項 
（キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
1.現金及び現金同等物の範囲 
  キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に 
  換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から 3 カ月以内に償還期限の 

到来する短期投資からなります。 
 

2.現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
    現金及び預貯金                 20,941 百万円 
    預入期間 3 カ月を超える定期預金            △4,221 百万円 
    現金及び現金同等物               16,719 百万円 
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Ⅴ－４ 株主資本等変動計算書 

（単位：百万円） 

平成 27年度 

  

株主資本 

純資産 
合計 資本金 

利益剰余金 

株主資本 
合計 利益 

準備金 

その他利益 
剰余金 利益 

剰余金 
合計 繰越利益 

剰余金 
当期首残高 10,000 ― 1,544 1,544 11,544 11,544 

当期変動額             

当期純利益     495 495 495 495 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）             

当期変動額合計 ― ― 495 495 495 495 

当期末残高 10,000 ― 2,040 2,040 12,040 12,040 

 

（単位：百万円） 

 
注記事項 
（株主資本等変動計算書関係） 

 
１． 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（単位：千株） 
 当期首 

株式数 
当期増加 
株式数 

当期減少 
株式数 

当期末 
株式数 

発行済株式     
普通株式 200 ― ― 200 

合計 200 ― ― 200 
 

２． 金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。 

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

10,000 ― 2,040 2,040 12,040 ― ― 12,040

― ― ― ― ― ― ― ―

　 　 142 142 142 ― ― 142

― ― 142 142 142 △ 48 △ 48 94

10,000 ― 2,183 2,183 12,183 △ 48 △ 48 12,134

△ 48

株主資本

純資産合計
資本金

利益剰余金

株主資本合計
利益準
備金

利益剰余
金合計

平　成　28　年　度

当期首残高

当期変動額

当期純利益

当期末残高

△ 48 △ 48
株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

―― ― ― ―

その他有価
証券評価差

額金

評価･換算
差額差額等

合計

評価･換算差額等

当期変動額合計

評価･換算 
差額等合計 
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Ⅴ－５ 債務者区分による債権の状況 

 

           （単位：百万円、％） 

区    分 平成 27年度末 平成 28年度末 

 破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ― ― 

 危険債権 ― ― 

 要管理債権 ― ― 

小計 ― ― 

（対合計比） ( ― ) ( ― ) 

正常債権 435 205 

合計 435 205 

（注）１．破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始

又は再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者

に対する債権及びこれらに準ずる債権です。  

２．危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態

及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取り

ができない可能性の高い債権です。  

３ .要管理債権とは、３カ月以上延滞貸付金及び条件緩和貸付金です。なお、

３カ月以上延滞貸付金とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日か

ら３カ月以上遅延している貸付金（注１及び２に掲げる債権を除く。）、

条件緩和貸付金とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として

、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務

者に有利となる取決めを行った貸付金（注１及び２に掲げる債権並びに３

カ月以上延滞貸付金を除く。）です。  

４ .正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものと

して、注１から３までに掲げる債権以外のものに区分される債権です。  

 

Ⅴ－６ リスク管理債権の状況 
該当事項がありません。 

 
Ⅴ－７ 元本補塡契約のある信託に係る貸出金の状況 

該当事項がありません。 
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Ⅴ－８ 保険金等の支払能力の充実の状況（ソルベンシー・マージン比率） 

（単位：百万円） 

項   目 平成 27年度末 平成 28年度末 

ソルベンシー・マージン総額 （Ａ） 15,972 15,999 

 資本金等 12,040 12,183 

 価格変動準備金 1 1 

 危険準備金 34 48 

  一般貸倒引当金 4 0 

 
その他有価証券評価差額金（税効果控除前）・繰延ヘッジ損益（税

効果控除前）×９０％（マイナスの場合１００％） 
― △67 

 土地の含み損益×８５％（マイナスの場合１００％） 354 444 

 全期チルメル式責任準備金相当額超過額 2,743 2,541 

 負債性資本調達手段等 ― ― 

 
全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性資本調達手

段等のうち、マージンに算入されない額 
― ― 

 持込資本金等 ― ― 

 控除項目 ― ― 

 その他 793 849 

リスクの合計額 4
2

732
2

81 )()( RRRRRR +++++  （Ｂ） 409 447 

 保険リスク相当額        Ｒ1 28 37 

 第三分野保険の保険リスク相当額 Ｒ8 4 4 

 予定利率リスク相当額      Ｒ2 2 2 

 最低保証リスク相当額      Ｒ7 ― ― 

 資産運用リスク相当額      Ｒ3 397 433 

 経営管理リスク相当額      Ｒ4 8 9 

ソルベンシー・マージン比率 
        （Ａ） 
     （１／２）×（Ｂ） 

7,805.6% 7,151.7% 

（注）上記は、保険業法施行規則第８６条、第８７条、第１６１条、第１６２条、第１９０条及び

平成８年大蔵省告示第５０号の規定に基づいて算出しています。 

 

×１ ０ ０ 
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Ⅴ－９ 有価証券等の時価情報（会社計） 

（１）有価証券の時価情報 
① 売買目的有価証券の評価損益 

該当事項がありません。 

 

②有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるもの） 

 (単位：百万円) 

区   分  

平成２７年度末 平成２８年度末 

帳簿価額 時 価  
差  損  益  

帳簿価額 時価 
差  損  益  

 差 益 差 損  差 益 差 損 

 満期保有目的の債券 3,992 4,575 582 582 ― 3,979 4,470 490 490 ― 
責任準備金対応債券 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
子会社・関連会社株式 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
そ の 他 有 価 証 券 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 

公 社 債 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
株 式 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
外 国 証 券 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 
公 社 債 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
株 式 等 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

そ の 他 の 証 券 ― ― ― ― ― 1,997 1,929 △ 67 ― 67 

買 入 金 銭 債 権 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
譲 渡 性 預 金 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
そ の 他 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

合      計 3,992 4,575 582 582 ― 5,976 6,399 423 490 67 
 公 社 債 3,992 4,575 582 582 ― 3,979 4,470 490 490 ― 

株 式 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
外 国 証 券 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
 公 社 債 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
 株 式 等 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
そ の 他 の 証 券 ― ― ― ― ― 1,997 1,929 △67 ― 67 

買 入 金 銭 債 権 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
譲 渡 性 預 金 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
そ の 他 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
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○満期保有目的の債券                      （単位：百万円）  

区   分  

 平成 27年度末  平成 28年度末 

貸 借 対 照 表

計 上 額  
時 価  差 額  

貸 借 対 照 表

計 上 額  
時 価 差 額  

時価が貸借対照表計上額 

を 超 え る も の 
3,992 4,575 582 3,979 4,470 490 

 公 社 債 3,992 4,575 582 3,979 4,470 490 

外 国 証 券 －  －  －  －  －  －  
そ の 他 －  －  －  －  －  －  

時価が貸借対照表計上額 

を 超 え な い も の 
－  －  －  －  －  －  

 公 社 債 －  －  －  －  －  －  

外 国 証 券 －  －  －  －  －  －  

そ の 他 －  －  －  －  －  －  

 

○責任準備金対応債券                       （単位：百万円）  

区   分  

 平成 27年度末  平成 28年度末 
貸 借 対 照 表

計 上 額  
時 価  差 額  

貸 借 対 照 表

計 上 額  
時 価 差 額  

時価が貸借対照表計上額 

を 超 え る も の 
－  －  －  －  －  －  

 公 社 債 －  －  －  －  －  －  

外 国 証 券 －  －  －  －  －  －  

そ の 他 －  －  －  －  －  －  

時価が貸借対照表計上額 

を 超 え な い も の 
－  －  －  －  －  －  

 公 社 債 －  －  －  －  －  －  

外 国 証 券 －  －  －  －  －  －  

そ の 他 －  －  －  －  －  －  
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○その他有価証券                         （単位：百万円）  

区   分  

 平成 27年度末  平成 28年度末 

帳 簿 価 額  
貸 借 対 照 表

計 上 額  
差 額  帳 簿 価 額  

貸 借 対 照 表

計 上 額  
差 額  

貸 借 対 照 表 計 上 額 が 

帳簿価額を超えるもの 
－  －  －  －  －  －  

 公 社 債 －  －  －  －  －  －  
 株 式 －  －  －  －  －  －  
 外 国 証 券 －  －  －  －  －  －  
 そ の 他 の 証 券 －  －  －  －  －  －  
 買 入 金 銭 債 権 －  －  －  －  －  －  
 譲 渡 性 預 金 －  －  －  －  －  －  
 そ の 他 －  －  －  －  －  －  
貸 借 対 照 表 計 上 額 が 

帳簿価額を超えないもの 
－  －  －  1,997 1,929 △ 67 

 公 社 債 －  －  －  －  －  －  

 株 式 －  －  －  －  －  －  

 外 国 証 券 －  －  －  －  －  －  

 そ の 他 の 証 券 －  －  －  1,997 1,929 △67 

 買 入 金 銭 債 権 －  －  －  －  －  －  

 譲 渡 性 預 金 －  －  －  －  －  －  

 そ の 他 －  －  －  －  －  －  

 

・時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券の帳簿価額は以下のとおりです。 

                                     (単位：百万円）  

区   分  平成２７年度末  平成２８年度末  

満 期 保 有 目 的 の 債 券  ― ― 
 非 上 場 外 国 債 券  ― ― 

そ の 他  ― ― 
責 任 準 備 金 対 応 債 券  ― ― 
子 会 社 ・ 関 連 会 社 株 式  ― ― 
そ の 他 有 価 証 券  200 100 

 非上場国内株式（店頭売買株式を除く） ― ― 
非上場外国株式（店頭売買株式を除く） ― ― 
非 上 場 外 国 債 券 ― ― 
そ の 他  200 100 

合      計  200 100 
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（２）金銭の信託の時価情報  

（単位：百万円）  

区   分  

平成 27 年度末  平成 28 年度末  

貸借対照表

計 上 額 時 価 
差損益  貸借対照表

計 上 額 時 価 
差損益  

 差 益 差 損  差 益 差 損 

金 銭 の 信 託  500 500 ― ― ― 500 500 ―  ―  ―  

 

・運用目的の金銭の信託  

（単位：百万円） 

区   分  

平成 27 年度末  平成 28 年度末  

貸 借 対 照 表 

計 上 額 

当期の損益に含まれた

評価損益 

貸 借 対 照 表 

計 上 額 

当期の損益に含まれた

評価損益 

運用目的の金銭の信託 500 ― 500 ―  

 

・満期保有目的、責任準備金対応、その他の金銭の信託は保有しておりません。  

 

（３）デリバティブ取引の時価情報 
該当事項がありません。 

 
・なお、証券化商品等への投資およびサブプライム関連投資については該当事項がありません。 
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Ⅴ－10 経常利益等の明細（基礎利益） 
     （単位：百万円） 

 平成２７年度 平成２８年度 

基礎利益          Ａ 589 195 

キャピタル収益 8 17 

 

金銭の信託運用益 8 17 

売買目的有価証券運用益 ― ― 

有価証券売却益 ― ― 

金融派生商品収益 ― ― 

為替差益 ― ― 

その他キャピタル収益 ― ― 

キャピタル費用 ― ― 

 

金銭の信託運用損 ― ― 

売買目的有価証券運用損 ― ― 

有価証券売却損 ― ― 

有価証券評価損 ― ― 

金融派生商品費用 ― ― 

為替差損 ― ― 

その他キャピタル費用 ― ― 

キャピタル損益         Ｂ 8 17 

キャピタル損益含み基礎利益 Ａ＋Ｂ 598 212 

臨時収益 ― ― 

 

再保険収入 ― ― 

危険準備金戻入額 ― ― 

個別貸倒引当金戻入額 ― ― 

その他臨時収益 ― ― 

臨時費用 8 13 

 

再保険料 ― ― 

危険準備金繰入額 8 13 

個別貸倒引当金繰入額 ― ― 

特定海外債権引当勘定繰入額 ― ― 

貸付金償却 ― ― 

その他臨時費用 ― ― 

臨時損益            Ｃ △8 △13 

経常利益    Ａ＋Ｂ＋Ｃ 589 199 
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Ⅴ－11 会計監査法人の監査について 

当社は平成２８年度（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）の計算書類（貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書およびその附属明細書）について、会社法第 436 条第 2

項第 1号の規定に基づき、スター監査法人の監査を受けております。 

 

Ⅴ－12 金融商品取引法に基づく監査について 

該当事項がありません。 

 

Ⅴ－13 財務諸表の適正性及び作成に係る内部監査の有効性に関する代表者による確認 

当社の代表取締役社長である齋藤秀市は、平成２８年度（平成２８年４月１日から平成２９年３

月３１日まで）の財務諸表（貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、株主資本等変

動計算書およびその附属明細書）の適正性、および財務諸表作成に係る内部監査の有効性を確認し

ております。 

 

Ⅴ－14 事業年度の末日において、保険会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に

重要な疑義を生じさせるような事象又は状況その他保険会社の経営に重要な影響を及ぼす事

象について 

該当事項がありません。 
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Ⅵ．業務の状況を示す指標等 

 
Ⅵ－１ 主要な業務の状況を示す指標等 

（１）決算業績の概況 

（単位：百万円） 

主要業績指標 平成 27年度  平成 28年度  

契約高 

 保有契約高 120,783 135,053 

 新契約高 19,487 25,335 

年換算保険料 

 保有契約 5,608 6,507 

 新契約 1,049 1,376 

保険料等収入 5,348 6,379 

事業費 1,350 1,688 

当期純利益 495 142 

総資産 28,486 31,892 

基礎利益 589 195 

 
（２）保有契約高及び新契約高 

保有契約高                        （単位：千件、億円、％） 

区 分 

平成 27 年度末 平成 28年度末 

件 数 金 額 件 数 金 額 

 前年度末比  前年度末比  前年度末比  前年度末比 

個 人 保 険 199 106.6 1,207 107.9 217 108.7 1,350 111.8 

個人年金保険 ― ― ― ― ― ― ― ― 

団 体 保 険 ― ― ― ― ― ― ― ― 

団体年金保険 ― ― ― ― ― ― ― ― 
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新契約高                             （単位：千件、億円、％） 

区 分 

平成 27年度 平成 28年度 

件 数 金 額 件 数 金 額 

 
前年 

度比 
 

前年 

度比 
新契約 

転換によ

る純増加 
 

前年 

度比 
 

前年 

度比 
新契約 

転換によ

る純増加 

個 人 保 険 28 89.8 194 96.3 194 ― 33 119.6 253 130.0 253 ― 

個人年金保険 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

団 体 保 険 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

団体年金保険 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 
（３）年換算保険料                             

保有契約                        （単位：百万円、％） 

区  分 
平成 27年度末 平成 28年度末 

 前年度末比  前年度末比 

個 人 保 険 5,608 112.2 6,507 116.0 

個 人 年 金 保 険 ― ― ― ― 

合 計 5,608 112.2 6,507 116.0 

 
うち医療保障・

生前給付保障等 
― ― ― ― 

 

新契約                          （単位：百万円、％） 

区  分 
平成 27年度 平成 28年度 

 前年度比  前年度比 

個 人 保 険 1,049 107.2 1,376 131.1 

個 人 年 金 保 険 ― ― ― ― 

合 計 1,049 107.2 1,376 131.1 

 
うち医療保障・

生前給付保障等 
― ― ― ― 

（注）年換算保険料とは、１回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、 

 １年あたりの保険料に換算した金額です（一時払契約等は、保険料を保険期間で除した金額）。 
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（４）保障機能別保有契約高 
            （単位：百万円） 

区    分 
保 有 金 額 

平成 27年度末 平成 28年度末 

死 亡 保 障 

普 通 死 亡 

個 人 保 険 

個 人 年 金 保 険 

団 体 保 険 

団 体 年 金 保 険 

51,617 

― 

― 

― 

66,188 

― 

― 

― 

そ の 他 共 計 51,617 66,188 

災 害 死 亡 

個 人 保 険 

個 人 年 金 保 険 

団 体 保 険 

団 体 年 金 保 険 

（             68,754） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（             68,400） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

そ の 他 共 計 （             68,754） （             68,400） 

そ の 他 の

条 件 付 死

亡 

 

個 人 保 険 

個 人 年 金 保 険 

団 体 保 険 

団 体 年 金 保 険 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

そ の 他 共 計 （ ― ） （ ― ） 

生 存 保 障 

満期･生存

給付 

 

個 人 保 険 

個 人 年 金 保 険 

団 体 保 険 

団 体 年 金 保 険 

（            16,593） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（             16,658） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

そ の 他 共 計 （            16,593） （             16,658） 

年 金 

個 人 保 険 

個 人 年 金 保 険 

団 体 保 険 

団 体 年 金 保 険 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

そ の 他 共 計 （ ― ） （ ― ） 

そ の 他 

 

個 人 保 険 

個 人 年 金 保 険 

団 体 保 険 

団 体 年 金 保 険 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

そ の 他 共 計 ― ― 

入 院 保 障 

災 害 入 院 

個 人 保 険 

個 人 年 金 保 険 

団 体 保 険 

団 体 年 金 保 険 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

そ の 他 共 計 （ ― ） （ ― ） 

疾 病 入 院 

個 人 保 険 

個 人 年 金 保 険 

団 体 保 険 

団 体 年 金 保 険 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

そ の 他 共 計 （ ― ） （ ― ） 

そ の 他 の 

条 件 付 入

院 

 

個 人 保 険 

個 人 年 金 保 険 

団 体 保 険 

団 体 年 金 保 険 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

（ ― ） 

そ の 他 共 計 （ ― ） （ ― ） 

（注）括弧内数値は主契約の付随保障部分及び特約の保障を表します。 
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（単位：件） 

区    分 
保 有 件 数 

平成 27年度末 平成 28年度末 

障 害 保 障 

個 人 保 険 

個 人 年 金 保 険 

団 体 保 険 

団 体 年 金 保 険 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

そ の 他 共 計 ― ― 

手 術 保 障 

個 人 保 険 

個 人 年 金 保 険 

団 体 保 険 

団 体 年 金 保 険 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

そ の 他 共 計 ― ― 

 

（５）個人保険及び個人年金保険契約種類別保有契約高 

                                （単位：百万円） 

区   分 
保 有 金 額 

平成 27年度末 平成 28年度末 

死 亡 保 険 

終 身 保 険 45,054 59,801 

定 期 付 終 身 保 険 ― ― 

定 期 保 険 1,550 1,590 

そ の 他 共 計 46,604 61,391 

生 死 混 合 保 険 

養 老 保 険 ― ― 

定 期 付 養 老 保 険 ― ― 

生存給付金付定期保険 73,356 72,712 

そ の 他 共 計 73,356 72,712 

生 存 保 険 822 949 

年 金 保 険 個 人 年 金 保 険 ― ― 

災害･疾病関係特約 

災 害 割 増 特 約 ― ― 

傷 害 特 約 ― ― 

災 害 入 院 特 約 ― ― 

疾 病 特 約 ― ― 

成 人 病 特 約 ― ― 

その他の条件付入院特約 ― ― 
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（６）異動状況の推移 

個人保険                       （単位：件、百万円、％） 

区    分 
平成 27年度 平成 28年度 

件数 金額 件数 金額 

年 始 現 在 187,486 111,986 199,771 120,783 

新 契 約 28,347 19,487 33,895 25,335 

更 新 ― ― ― ― 

復 活 102 76 145 124 

保 険 金 額 の 増 加 ― 0 ― ― 

転 換 に よ る 増 加 ― ― ― ― 

その他の異動による増加 115 91 20 12 

死 亡 2,389 1,081 2,662 1,252 

満 期 ― ― ― ― 

保 険 金 額 の 減 少 ― 10 ― 12 

転 換 に よ る 減 少 ― ― ― ― 

解 約 8,620 5,693 9,451 6,333 

失 効 5,091 3,943 4,542 3,593 

その他の異動による減少 179 130 13 9 

年 末 現 在 199,771 120,783 217,163 135,053 

（ 増 加 率 ） （  6.6） （  7.9） （  8.7） （ 11.8） 

純 増 加 12,285 8,796 17,392 14,269 

（ 増 加 率 ） （ △24.7） （ △12.7） （ 41.6） （ 62.2） 

 

（７）契約者配当の状況 

該当事項がありません。 
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Ⅵ－２ 保険契約に関する指標等 
（１）保有契約増加率 

区  分 平成 27 年度 平成 28年度 

個 人 保 険 7.9％ 11.8％ 

個 人 年 金 保 険 ― ― 

団 体 保 険 ― ― 

団 体 年 金 保 険 ― ― 

 

（２）新契約平均保険金及び保有契約平均保険金（個人保険） 

（単位：千円） 

区   分 平成 27年度 平成 28年度 

新 契 約 平 均 保 険 金 687 747 

保有契約平均保険金 604 621 

 

（３）新契約率（対年度始） 

区  分 平成 27 年度 平成 28年度 

個 人 保 険 17.4％ 21.0％ 

個 人 年 金 保 険 ― ― 

団 体 保 険 ― ― 

 

（４）解約失効率（対年度始） 

区  分 平成 27 年度 平成 28年度 

個 人 保 険 8.5％ 8.1％ 

個 人 年 金 保 険 ― ― 

団 体 保 険 ― ― 

  （注）解約失効率は、契約高の減額又は増額及び契約復活高により、解約・失効高を修正して算出した率です。 

 

（５）個人保険新契約平均保険料（月払契約） 

                                 （単位：円） 

平成 27 年度 平成 28年度 

3,688 4,183 

（注）第 1回保険料を新契約件数で割ったものです。 
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（６）異動状況の推移 

個人保険                       （単位：件、百万円、％） 

区    分 
平成 27年度 平成 28 年度 

件数 金額 件数 金額 

年 始 現 在 187,486 111,986 199,771 120,783 

新 契 約 28,347 19,487 33,895 25,335 

更 新 ― ― ― ― 

復 活 102 76 145 124 

保 険 金 額 の 増 加 ― 0 ― ― 

転 換 に よ る 増 加 ― ― ― ― 

その他の異動による増加 115 91 20 12 

死 亡 2,389 1,081 2,662 1,252 

満 期 ― ― ― ― 

保 険 金 額 の 減 少 ― 10 ― 12 

転 換 に よ る 減 少 ― ― ― ― 

解 約 8,620 5,693 9,451 6,333 

失 効 5,091 3,943 4,542 3,593 

その他の異動による減少 179 130 13 9 

年 末 現 在 199,771 120,783 217,163 135,053 

（ 増 加 率 ） （  6.6） （  7.9） （  8.7） （ 11.8） 

純 増 加 12,285 8,796 17,392 14,269 

（ 増 加 率 ） （ △24.7） （ △12.7） （ 41.6） （ 62.2） 

 

（７）契約者配当の状況 

該当事項がありません。 
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（６）死亡率（個人保険主契約） 

件  数  率 金  額  率 

平成 27年度 平成 28 年度 平成 27年度 平成 28年度 

12.3‰ 12.7‰ 9.2‰ 9.7‰ 

（注）1. 死亡率は、分子を死亡発生契約、分母を経過契約として算出した率です。 

   2. 経過契約は、（年度始保有＋年度末保有＋死亡発生契約）÷2を使用しています。 

 

（７）特約発生率（個人保険） 

該当事項がありません。 

 

（８）事業費率（対収入保険料） 

平成 27 年度 平成 28 年度 

25.3％ 26.5％ 

 

（９）保険契約を再保険に付した場合における、再保険を引き受けた主要な保険会社等の数 

該当事項がありません。 

 

（10）保険契約を再保険に付した場合における、再保険を引き受けた保険会社等のうち、支払再保険料の

額が大きい上位５社に対する支払再保険料の割合 

該当事項がありません。 

 

（11）保険契約を再保険に付した場合における、再保険を引き受けた主要な保険会社等の格付機関による

格付に基づく区分ごとの支払再保険料の割合 

該当事項がありません。 

 

（12）未収受再保険金の額 

該当事項がありません。 

 

（13）第三分野保険の給付事由又は保険種類の区分ごとの、発生保険金額の経過保険料に対する割合 

該当事項がありません。 
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Ⅵ－３ 経理に関する指標等 

（１）支払備金明細表 （単位：百万円） 

区    分 平成 27年度末 平成 28年度末 

保
険
金

死 亡 保 険 金 67 81 

災 害 保 険 金 5 1 

高 度 障 害 保 険 金 ― ― 

満 期 保 険 金 ― ― 

そ の 他 ― ― 

小 計 72 82 

年 金 ― ― 

給 付 金 12 8 

解 約 返 戻 金 26 24 

保 険 金 据 置 支 払 金 ― ― 

そ の 他 共 計 110 115 

（２）責任準備金明細表 （単位：百万円） 

区     分 平成 27年度末 平成 28年度末 

責任準備金 

（除危険準備金） 

個 人 保 険 15,753 19,136 

( 一 般 勘 定 ) (   15,753) (   19,136) 

( 特 別 勘 定 ) ( ― ) ( ― ) 

個 人 年 金 保 険 ― ― 

( 一 般 勘 定 ) ( ― ) ( ― ) 

( 特 別 勘 定 ) ( ― ) ( ― ) 

団 体 保 険 ― ― 

( 一 般 勘 定 ) ( ― ) ( ― ) 

( 特 別 勘 定 ) ( ― ) ( ― ) 

団 体 年 金 保 険 ― ― 

( 一 般 勘 定 ) ( ― ) ( ― ) 

( 特 別 勘 定 ) ( ― ) ( ― ) 

そ の 他 ― ― 

( 一 般 勘 定 ) ( ― ) ( ― ) 

( 特 別 勘 定 ) ( ― ) ( ― ) 

小 計 15,753 19,136 

( 一 般 勘 定 ) (   15,753) (   19,136) 

( 特 別 勘 定 ) ( ― ) ( ― ) 

危 険 準 備 金 34 48 

合 計 15,788 19,184 

( 一 般 勘 定 ) (   15,788) (   19,184) 

( 特 別 勘 定 ) ( ― ) ( ― ) 
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（３）責任準備金残高の内訳    （単位：百万円）

区 分 保険料積立金 未経過保険料 払戻積立金 危険準備金 合 計 

平成 27年度末 15,407 346 ― 34 15,788 

平成 28年度末 18,692 444 ― 48 19,184 

（４）個人保険及び個人年金保険の責任準備金の積立方式、積立率、残高(契約年度別)

①責任準備金の積立方式、積立率

平成 27年度末 平成 28年度末 

積
立
方
式

標準責任準備金対象契約 平準純保険料式 平準純保険料式 

標準責任準備金対象外契約 対象契約はありません 対象契約はありません 

積立率（危険準備金を除く）   100％   100％ 

（注）１．積立方式及び積立率は、個人保険を対象としています。 

２．積立率については、標準責任準備金対象契約に関しては平成８年大蔵省告示第 48

号に定める方式により、また、標準責任準備金対象外契約に関しては平準純保険料

式により計算した保険料積立金、及び未経過保険料に対する積立率を記載していま

す。 

②責任準備金残高(契約年度別)   （単位：百万円、％）

契約年度 責任準備金残高 予定利率 

2008年度～2010 年度 5,893 1.50 

2011年度 1,883 1.50 

2012年度 3,754 1.50 

2013年度 3,566 1.00 

2014年度 1,787 1.00 

2015年度 1,466 1.00 

2016年度 755 1.00 

（注）１．責任準備金残高は、個人保険の責任準備金（危険準備金および据置等は除く）を記載 

しています。 

２．予定利率については、各契約年度別の責任準備金に係る主な予定利率を記載してい 

ます。 
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（５）特別勘定を設けた最低保証のある保険契約に係る一般勘定における責任準備金、算出方法、計

算の基礎となる係数

該当事項がありません。 

（６）契約者配当準備金明細表

該当事項がありません。

（７）引当金明細表

（単位：百万円） 

区  分
当期首 
残 高

当期末 
残 高

当期増減 
（△）額

計上の理由及び
算定方法

貸
倒
引
当
金

一 般 貸 倒 引 当 金 
4 0 △4 貸付金元金の 0.1％を計

上。

個 別 貸 倒 引 当 金 3 0 △3 貸倒懸念債権等特定の債

権の 100％を計上。 

特定海外債権引当勘定 - - - 

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

価 格 変 動 準 備 金

2 

0 

1 

3 

1 

1 

0 

0 

0 

（８）特定海外債権引当勘定の状況

該当事項がありません。
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（９）資本金等明細表 

（単位：百万円）   

区 分 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 摘 要 

資 本 金 10,000 ― ― 10,000  

 
うち既 

発行株式 

（普通株式） （200,000株） （ ― 株 ） （ ― 株 ） （200,000株） ― 

計 10,000 ― ― 10,000  

資本剰余金 

（資本準備金） ― ― ― ― ― 

（その他資本剰余金） 

（種類） 
― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ―  

 

（10）保険料明細表 

（単位：百万円） 

区    分 平成 27 年度 平成 28年度 

個 人 保 険 5,348 6,379 

（うち一時払） (     ―     ) (     ―     ) 

（うち年払） ( ― ) ( ― ) 

（うち半年払） ( ― ) ( ― ) 

（うち月払） (       5,348) (       6,379) 

個 人 年 金 保 険 ― ― 

（うち一時払） ( ― ) ( ― ) 

（うち年払） ( ― ) ( ― ) 

（うち半年払） ( ― ) ( ― ) 

（うち月払） ( ― ) ( ― ) 

団 体 保 険 ― ― 

団 体 年 金 保 険 ― ― 

その他共計 5,348 6,379 
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（11）保険金明細表 

（単位：百万円） 

区 分 個人保険 
個人年金 

保 険 
団体保険 

団体年金 

保 険 

財形保険 

財形年金

保 険 

その他の 

保 険 

平成 28年度 

合 計 

平成 27年度 

合 計 

死亡保険金 532 ― ― ― ― ― 532 315 

災害保険金 29 ― ― ― ― ― 29 19 

高 度 障 害 

保 険 金 
― ― ― ― ― ― ― ― 

満期保険金 ― ― ― ― ― ― ― ― 

そ の 他 ― ― ― ― ― ― ― ― 

合 計 561 ― ― ― ― ― 561 334 

 

（12）年金明細表 

該当事項がありません。 

 

（13）給付金明細表 

（単位：百万円） 

区  分 個人保険 
個人年金

保 険 
団体保険 

団体年金

保 険 

財形保険 

財形年金

保 険 

その他の

保 険 

平成 28年度 

合 計 

平成 27年度 

合 計 

死亡給付金 74 ― ― ― ― ― 74 87 

入院給付金 ― ― ― ― ― ― ― ― 

手術給付金 ― ― ― ― ― ― ― ― 

障害給付金 ― ― ― ― ― ― ― ― 

生存給付金 20 ― ― ― ― ― 20 16 

そ の 他 ― ― ― ― ― ― ― ― 

合 計 94 ― ― ― ― ― 94 103 
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（14）解約返戻金明細表 

（単位：百万円） 

個人保険 
個人年金

保 険 
団体保険 

団体年金

保 険 

財形保険 

財形年金

保 険 

その他の

保 険 

平成 28年度 

合 計 

平成 27年度 

合 計 

634 ― ― ― ― ― 634 501 

 

（15）減価償却費明細表 

（単位：百万円、％）  

区   分  取得原価  当期償却額 減価償却累計額 当期末残高 償却累計率 

有形固定資産  1,040 58 209 830 

 

―  

 

建物  985 50 170 815 17.3 

リース資産  ―  ―  ―  ―  ―  

その他の有形固定資産 55 

 

7 39 15 72.0 

無形固定資産  132 22 87 30 ―  

その他  ―  ―  ―  ―  ―  

合  計  1,173 80 297 861 

 

―  

 

（16）事業費明細表 

（単位：百万円）  

区   分  平成 27 年度  平成 28 年度  

営 業 活 動 費  445 519 

営 業 管 理 費  71 263 

一 般 管 理 費  833 905 

合    計  1,350 1,688 

(注) 一般管理費に含まれる生命保険契約者保護機構に対する負担金は、 

平成 27年度 5百万円、平成 28 年度 5 百万円です。 
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（17）税金明細表 

（単位：百万円）  

区    分  平成 27 年度  平成 28 年度  

国 税  80 110 

消 費 税  68 90 

地方法人特別税  5 12 

印 紙 税  6 7 

登 録 免 許 税  ―  ―  

そ の 他 の 国 税  ―  0 

 

 

地 方 税  80 58 

地 方 消 費 税  15 21 

法 人 住 民 税  ―  ―  

法 人 事 業 税  12 8 

固 定 資 産 税  52 27 

不 動 産 取 得 税  ―  ―  

事 業 所 税  ―  ―  

その他の地方税  0 0 

 合 計  160 168 

  

（18）リース取引 

該当事項がありません。 

 

（19）借入金残存期間別残高 

該当事項がありません。 
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Ⅵ－４ 資産運用に関する指標等（一般勘定） 

 

（１）資産運用の概況 

①平成 28 年度の資産の運用状況 
 

イ．運用経済環境 

・平成 28 年度は 4 月の熊本県大震災を初めとして、6 月の英国国民投票による EU 離脱、11 月の米

国大統領選挙、韓国大統領弾劾決議、北朝鮮の核実験、世界的なポピュリズムの台頭など地政学

的リスクがクローズアップし、金融マーケットもボラティリティが高まった年度でした。 

   ・日銀のマイナス金利政策により国内金利は低迷し、他方米国新大統領のトランプ効果により秋口

以降の国内外株価は上昇いたしました。日銀の超低金利政策の継続の一方、3 月の米国 FOMC によ

る金利引き上げを皮切りに海外の中央銀行は金融緩和からの出口を模索し始めており、29年度も

運用環境の先行きは不透明の状況にあります。 

 

ロ．当社の運用方針 

以下の基本スタンスをもって、確定利付資産を中心とする資産運用を行っております。 

・契約者に対する経済的保障責任を全うすることを第一義として資産の運用を行う。 
・一貫した運用戦略の遂行を通じて運用収益の長期・安定的な拡大を図る。 
・生命保険事業の使命や公共性をふまえ、契約者に納得のいく資産運用を実践する。 

 
ハ．運用実績の概況 

・平成 28 年 3 月にそれまで保有した賃貸不動産 9 棟のうち 5 棟を売却した結果、資産運用収益が

前年度の 2/3程度に減少しました。 

   ・他方、リスクの分散及び運用収益の向上を目的に、その他有価証券区分によるソブリン向け為替

ヘッジ付外債投資信託投資を 7月から開始しましたが、秋口からのトランプ効果に伴う海外金利

の上昇により時価の下落を余儀なくされ、本決算において純資産に評価差額▲48百万円を計上し

ております。 

・平成 28年度の資産運用利回りは 1.14％と前年度の 1.76%から低下しております。 
 

 

 

45

Ⅵ 

業
務
の
状
況
を
示
す
指
標
等



46 

 

② ポートフォリオの推移 

イ．資産の構成 

（単位：百万円、％） 

区   分 
平成２７年度末 平成２８年度末 

金 額 占 率 金 額 占 率 

現 預 金 ･ ｺ - ﾙ ﾛ - ﾝ 20,259 71.1 21,941 68.8 

買 現 先 勘 定 ― ― ― ― 

債券貸借取引支払保証金 ― ― ― ― 

買 入 金 銭 債 権 ― ― ― ― 

商 品 有 価 証 券 ― ― ― ― 

金 銭 の 信 託 500 1.8 500 1.6 

有 価 証 券 4,192 14.7 6,008 18.8 

 公 社 債 3,992 14.0 3,979 12.5 

 株  式 ― ― ― ― 

 外 国 証 券 ― ― ― ― 

  公 社 債 ― ― ― ― 

  株 式 等 ― ― ― ― 

 そ の 他 の 証 券 200 0.7 2,029 6.4 

貸 付 金 435 1.5 205 0.6 

不 動 産 2,563 9.0 2,534 7.9 

繰 延 税 金 資 産 15 0.0 37 0.1 

そ の 他 527 1.8 666 2.1 

貸 倒 引 当 金 △7 0.0 △0 0.0 

合 計 28,486 100.0 31,892 100.0 

 うち外貨建資産 ― ― ― ― 
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ロ．資産の増減 

（単位：百万円） 

区   分 平成２７年度 平成２８年度 

現 預 金 ･ ｺ - ﾙ ﾛ - ﾝ 5,075 1,681 

買 現 先 勘 定 ― ― 

債券貸借取引支払保証金 ― ― 

買 入 金 銭 債 権 ― ― 

商 品 有 価 証 券 ― ― 

金 銭 の 信 託 0 0 

有 価 証 券 △13 1,815 

 公 社 債 △13 △13 

 株  式 ― ― 

 外 国 証 券 ― ― 

  公 社 債 ― ― 

  株 式 等 ― ― 

 そ の 他 の 証 券 ― 1,829 

貸 付 金 ― △230 

不 動 産 △1,884 △28 

繰 延 税 金 資 産 2 21 

そ の 他 15 138 

貸 倒 引 当 金 3 7 

合 計 3,198 3,405 

 うち外貨建資産 ― ― 
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（２）運用利回り 

区    分 平成 27年度 平成 28年度 

現 預 金 ・ ｺ ｰ ﾙ ﾛ ｰ ﾝ 0.06 0.04 

買 現 先 勘 定 ― ― 

債券貸借取引支払保証金 ― ― 

買 入 金 銭 債 権 ― ― 

商 品 有 価 証 券 ― ― 

金 銭 の 信 託 1.69 3.50 

有 価 証 券  1.74 1.36 

 

う ち 公 社 債  1.53 1.54 

う ち 株 式 ― ― 

う ち 外 国 証 券  ― ― 

貸 付 金 6.68 8.09 

 う ち 一 般 貸 付 6.68 8.09 

不 動 産  7.96 8.40 

一 般 勘 定 計   1.76 1.14 

（注） 利回り計算式の分母は帳簿価額ベースの日々平均残高、分子は経常損益中、 

資産運用収益－資産運用費用として算出した利回りです。 
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（５）資産運用費用明細表 

                   （単位：百万円）  

区    分  平成 27年度 平成 28年度 

支 払 利 息  0 0 

商 品 有 価 証 券 運 用 損  ―  ―  

金 銭 の 信 託 運 用 損  ―  ―  

売買目的有価証券運用損 ―  ―  

有 価 証 券 売 却 損  ―  ―  

有 価 証 券 評 価 損  ―  ―  

有 価 証 券 償 還 損  ―  ―  

金 融 派 生 商 品 費 用  ―  ―  

為 替 差 損  ―  ―  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額  ―   

貸 付 金 償 却  ―  ―  

賃貸用不動産等減価償却費 83 48 

そ の 他 運 用 費 用  89 58 

合    計  173 106 

 

（６）利息及び配当金等収入明細表 

（単位：百万円） 

区       分 平成 27年度 平成 28年度 

預 貯 金 利 息 9 8 

有価証券利息・配当金 73 70 

 

公 社 債 利 息 73 70 

株 式 配 当 金 ― ― 

外国証券利息配当金 ― ― 

貸 付 金 利 息 25 20 

不 動 産 賃 貸 料 523 291 

そ の 他 共 計 632 391 
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（３）主要資産の平均残高                 （単位：百万円） 

区    分 平成 27年度 平成 28年度 

現 預 金 ・ ｺ ｰ ﾙ ﾛ ｰ ﾝ 16,907 21,021 

買 現 先 勘 定 ― ― 

債券貸借取引支払保証金 ― ― 

買 入 金 銭 債 権 ― ― 

商 品 有 価 証 券 ― ― 

金 銭 の 信 託 500 500 

有 価 証 券  4,206 5,194 

 

う ち 公 社 債  4,020 3,986 

う ち 株 式 ― ― 

う ち 外 国 証 券  ― ― 

貸 付 金 435 340 

 う ち 一 般 貸 付 435 340 

不 動 産  4,402 2,556 

一 般 勘 定 計   26,695 29,735 

 う ち 海 外 投 融 資 ― ― 

 

（４）資産運用収益明細表 

                         （単位：百万円） 

区      分 平成 27年度 平成 28年度 

利 息 及び 配当 金 等収入 632 391 

商 品 有 価 証 券 運 用 益 ― ― 

金 銭 の 信 託 運 用 益 8 17 

売買目的有価証券運用益 ― ― 

有 価 証 券 売 却 益 ― ― 

有 価 証 券 償 還 益 ― ― 

金 融 派 生 商 品 収 益 ― ― 

為 替 差 益 ― ― 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 3 7 

そ の 他 運 用 収 益 ― 29 

合         計 643 446 
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（５）資産運用費用明細表 

                   （単位：百万円）  

区    分  平成 27年度 平成 28年度 

支 払 利 息  0 0 

商 品 有 価 証 券 運 用 損  ―  ―  

金 銭 の 信 託 運 用 損  ―  ―  

売買目的有価証券運用損 ―  ―  

有 価 証 券 売 却 損  ―  ―  

有 価 証 券 評 価 損  ―  ―  

有 価 証 券 償 還 損  ―  ―  

金 融 派 生 商 品 費 用  ―  ―  

為 替 差 損  ―  ―  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額  ―   

貸 付 金 償 却  ―  ―  

賃貸用不動産等減価償却費 83 48 

そ の 他 運 用 費 用  89 58 

合    計  173 106 

 

（６）利息及び配当金等収入明細表 

（単位：百万円） 

区       分 平成 27年度 平成 28年度 

預 貯 金 利 息 9 8 

有価証券利息・配当金 73 70 

 

公 社 債 利 息 73 70 

株 式 配 当 金 ― ― 

外国証券利息配当金 ― ― 

貸 付 金 利 息 25 20 

不 動 産 賃 貸 料 523 291 

そ の 他 共 計 632 391 
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（７）有価証券売却益明細表 

該当事項がありません。 

 

（８）有価証券売却損明細表 

該当事項がありません。 

 

（９）有価証券評価損明細表 

該当事項がありません。 

 

（10）商品有価証券明細表 

該当事項がありません。 

 

（11）商品有価証券売買高 

該当事項がありません。 

 

（12）有価証券明細表 

（単位：百万円、％） 

区   分 平成 27年度末 平成 28年度末 

金 額 占 率 金 額 占 率 

国 債 3,992 95.2 3,979 66.2 

地 方 債 ― ― ― ― 

社 債 ― ― ― ― 

 うち公社・公団債 ― ― ― ― 

株 式 ― ― ― ― 

外 国 証 券 ― ― ― ― 

 
公 社 債 ― ― ― ― 

株 式 等 ― ― ― ― 

そ の 他 の 証 券 200 4.8 2,029 33.8 

合  計 4,192 100.0 6,008 100.0 
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（13）有価証券残存期間別残高 

（単位：百万円） 

区  分 

平成 27年度末 

1年以下 

 

1年超 

3年以下 

3年超 

5年以下 

5年超 

7年以下 

7年超 

10年以下 

10年超（期間

の定めのない

ものを含む) 

合計 

有 価 証 券 100 ― 284 1,033 1,312 1,462 4,192 

 国 債 ― ― 184 1,033 1,312 1,462 3,992 

 地 方 債 ― ― ― ― ― ― ― 

 社 債 ― ― ― ― ― ― ― 

 株 式      ― ― 

 外 国 証 券 ― ― ― ― ― ― ― 

  公 社 債 ― ― ― ― ― ― ― 

  株 式 等 ― ― ― ― ― ― ― 

 その他の証券 100 ― 100 ― ― ― 200 

買 入 金 銭 債 権 ― ― ― ― ― ― ― 

譲 渡 性 預 金 ― ― ― ― ― ― ― 

そ の 他 ― ― ― ― ― ― ― 

 

（単位：百万円） 

区  分 

平成 28年度末 

1年以下 

 

1年超 

3年以下 

3年超 

5年以下 

5年超 

7年以下 

7年超 

10年以下 

10年超（期間

の定めのない

ものを含む) 

合計 

有 価 証 券  ― 641 2,604 1,697 1,065 6,008 

 国    債 ― ― 541 674 1,697 1,065 3,979 

 地 方 債 ― ― ― ― ― ― ― 

 社 債 ― ― ― ― ― ― ― 

 株 式      ― ― 

 外 国 証 券 ― ― ― ― ― ― ― 

  公 社 債 ― ― ― ― ― ― ― 

  株 式 等 ― ― ― ― ― ― ― 

 その他の証券 ― ― 100 1,929 ― ― 2,029 

買 入 金 銭 債 権 ― ― ― ― ― ― ― 

譲 渡 性 預 金 ― ― ― ― ― ― ― 

そ の 他 ― ― ― ― ― ― ― 
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（７）有価証券売却益明細表 

該当事項がありません。 

 

（８）有価証券売却損明細表 

該当事項がありません。 

 

（９）有価証券評価損明細表 

該当事項がありません。 

 

（10）商品有価証券明細表 

該当事項がありません。 

 

（11）商品有価証券売買高 

該当事項がありません。 

 

（12）有価証券明細表 

（単位：百万円、％） 

区   分 平成 27年度末 平成 28 年度末 

金 額 占 率 金 額 占 率 

国 債 3,992 95.2 3,979 66.2 

地 方 債 ― ― ― ― 

社 債 ― ― ― ― 

 うち公社・公団債 ― ― ― ― 

株 式 ― ― ― ― 

外 国 証 券 ― ― ― ― 

 
公 社 債 ― ― ― ― 

株 式 等 ― ― ― ― 

そ の 他 の 証 券 200 4.8 2,029 33.8 

合  計 4,192 100.0 6,008 100.0 
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（14）保有公社債の期末残高利回り 

区  分 平成 27年度末 平成 28年度末 

公 社 債 1.88% 1.88% 

外 国 公 社 債 ― ― 

 

（15）業種別株式保有明細表 

該当事項がありません。 

 

（16）貸付金明細表 

（単位：百万円） 

区      分 平成 27年度末 平成 28年度末 

保 険 約 款 貸 付 ― ― 

 
契 約 者 貸 付 ― ― 

保 険 料 振 替 貸 付 ― ― 

一 般 貸 付 
（うち非居住者貸付） 

435 

（ ― ） 

205 

（ ― ） 

 
 
 

企 業 貸 付 
（うち国内企業向け） 

430 

（        430） 

200 

（         200 ） 

国・国際機関・政府関係機

関貸付 
― ― 

公共団体・公企業貸付 ― ― 

住 宅 ロ ー ン ― ― 

消 費 者 ロ ー ン ― ― 

そ の 他 5 5 

合      計 435 205 

 

53

Ⅵ 

業
務
の
状
況
を
示
す
指
標
等



54 

 

（17）貸付金残存期間別残高 

（単位：百万円） 

区   分 １年以下 
1 年 超 

3 年以下 

3 年 超 

5 年以下 

5 年 超 

7 年以下 

7 年 超 

10 年以下 

10 年超 

（期間の定

めのないも

のを含む） 

合 計 

平

成

27

年

度

末 

変 動 金 利 ― ― ― ― ― ― ― 

固 定 金 利 230 5 200 ― ― ― 435 

一般貸付計 230 5 200 ― ― ― 435 

平

成

28

年

度

末 

変 動 金 利 ― ― ― ― ― ― ― 

固 定 金 利 ― 5 200 ― ― ― 205 

一般貸付計 ― 5 200 ― ― ― 205 
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（14）保有公社債の期末残高利回り 

区  分 平成 27年度末 平成 28 年度末 

公 社 債 1.88% 1.88% 

外 国 公 社 債 ― ― 

 

（15）業種別株式保有明細表 

該当事項がありません。 

 

（16）貸付金明細表 

（単位：百万円） 

区      分 平成 27年度末 平成 28 年度末 

保 険 約 款 貸 付 ― ― 

 
契 約 者 貸 付 ― ― 

保 険 料 振 替 貸 付 ― ― 

一 般 貸 付 
（うち非居住者貸付） 

435 

（ ― ） 

205 

（ ― ） 

 
 
 

企 業 貸 付 
（うち国内企業向け） 

430 

（        430） 

200 

（         200 ） 

国・国際機関・政府関係機

関貸付 
― ― 

公共団体・公企業貸付 ― ― 

住 宅 ロ ー ン ― ― 

消 費 者 ロ ー ン ― ― 

そ の 他 5 5 

合      計 435 205 
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（18）国内企業向け貸付金企業規模別内訳 

（単位：件、百万円） 

区     分 
平成 27年度末 平成 28年度末 

 占 率  占 率 

大企業 
貸付先数 

金 額 

― 

― 

―  ％ 

― 

― 

― 

―  ％ 

― 

中堅企業 
貸付先数 

金 額 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

中小企業 
貸付先数 

金 額 

2 

430 

100.0 

100.0 

1 

200 

100.0 

100.0 

国内企業向け貸付計 
貸付先数 

金 額 

2 

430 

100.0 

100.0 

1 

200 

100.0 

100.0 

(注)１．業種の区分は以下のとおりです。               

       ２．貸付先数とは、各貸付先を名寄せした結果の債務者数をいい、貸付件数ではありません。 

    

業種 

① 右の②～④を 

除く全業種 
②小売業、飲食業 ③サービス業 ④卸売業 

大 企 業 

従業員

300 名

超かつ 

資本金 

10億円以上 

従業員50

名超かつ 

資本金 

10億円以上 
従 業 員

100 名超

かつ 

資本金 

10億円以上 
従 業 員

100 名超

かつ 

資本金 

10億円以上 

中堅企業 

資本金 

3億円超 

10億円未満 

資本金 

5千万円超

10億円未満 

資本金 

5千万円超 

10億円未満 

資本金 

1億円超 

10億円未満 

中小企業 

資本金3億円以下又は

常用する従業員300人

以下 

資本金 5 千万円以下又

は常用する従業員 50人

以下 

資本金 5 千万円以下又

は常用する従業員 100

人以下 

資本金 1 億円以下又は

常用する従業員 100 人

以下 
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（19）貸付金業種別内訳

（単位：百万円） 

区    分 
平成 27年度末 平成 28年度末 

金額 占率 金額 占率 

国
内
向
け

製造業 ― ―  % ― ―  % 
食料 ― ― ― ― 
繊維 ― ― ― ― 
木材・木製品 ― ― ― ― 
パルプ・紙 ― ― ― ― 
印刷 ― ― ― ― 
化学 ― ― ― ― 
石油・石炭 ― ― ― ― 
窯業・土石 ― ― ― ― 
鉄鋼 ― ― ― ― 
非鉄金属 ― ― ― ― 
金属製品 ― ― ― ― 
はん用・生産用・業務用機械 ― ― ― ― 
電気機械 ― ― ― ― 
輸送用機械 ― ― ― ― 
その他の製造業 ― ― ― ― 

農業・林業 ― ― ― ― 
漁業 ― ― ― ― 
鉱業、採石業、砂利採取業 ― ― ― ― 
建設業 ― ― ― ― 
電気・ガス・熱供給・水道業 ― ― ― ― 
情報通信業 ― ― ― ― 
運輸業、郵便業 ― ― ― ― 
卸売業 ― ― ― ― 
小売業 ― ― ― ― 
金融業、保険業 ― ― ― ― 
不動産業 ― ― ― ― 
物品賃貸業 ― ― ― ― 
学術研究、専門・技術サービス業 ― ― ― ― 
宿泊業 ― ― ― ― 
飲食業 ― ― ― ― 
生活関連サービス業、娯楽業 ― ― ― ― 
教育、学習支援業 ― ― ― ― 
医療・福祉 ― ― ― ― 
その他のサービス 430 98.9 200 97.6 
地方公共団体 ― ― ― ― 
個人（住宅・消費・納税資金等） 5 1.1 5 2.4 

合   計 435 100.0 205 100.0 

海
外
向
け

政府等 ― ― ― ― 
金融機関 ― ― ― ― 
商工業（等） ― ― ― ― 

合   計 ― ― ― ― 
一般貸付計 435 100.0 205 100.0
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（20）貸付金使途別内訳 

（単位：百万円） 

区分 
平成 27年度末 平成 28年度末 

金  額 占  率 金  額 占  率 

設 備 資 金 430 98.9％ 200 97.6％ 

運 転 資 金 5     1.1 5      2.4  

 

（21）貸付金地域別内訳 

（単位：百万円） 

区 分 
平成 27年度末 平成 28年度末 

金  額 占 率 金  額 占 率 

北  海  道 ―  ― ％ ―  ― ％ 

東   北 ― ― ― ― 

関   東 5     1.1 5 2.4 

中   部 ― ― ― ― 

近   畿 430 98.9 200 97.6 

中   国 ― ― ― ― 

四   国 ― ― ― ― 

九   州 ― ― ― ― 

合      計 435 100.0 205 100.0 

(注）１．個人ローン、非居住者貸付、保険約款貸付等は含んでいません。 

２．地域区分は、貸付先の本社所在地によります。 
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（22）貸付金担保別内訳                      （単位：百万円） 

区   分 
平成 27年度末 平成 28年度末 

金   額 占  率 金  額 占  率 
担 保 貸 付 430 98.9％ 200 97.6％ 

 

有 価 証 券 担 保 貸 付 ― ― ― ― 

不動産・動産・財団担保貸付 430 98.9  200 97.6  

指 名 債 権 担 保 貸 付 ―   ― ― ― 

保 証 貸 付 ― ― ― ― 

信 用 貸 付 ― ― ― ― 

そ の 他 5 1.1  5  2.4 

一 般 貸 付 計 435 100.0  205  100.0 

 う ち 劣 後 特 約 付 貸 付 ― ― ― ― 
 

（23）有形固定資産明細表 

①有形固定資産の明細 

（単位：百万円、％） 

 
区 分 

当 期首 

残  高 

当  期 

増加額 

当  期 

減少額 

当  期  

償却額 

当期末 

残  高 

減価償却 

累 計 額  

償  却 

累計率 

平

成

27

年

度 

土  地 3,050 ― 1,331 ― 1,718 ― ― 

建  物 1,397 2 471 83 844 120 12.4 

リース資産 ― ― ― ― ― ― ― 

建設仮勘定 ― 0 ― ― 0 ― ― 

その他の有形固定資産 18 1 ― 7 12 32 72.3 

合 計 4,466 4 1,803 91 2,575 152 ― 

 うち賃貸等不動産 4,432      0 1,803 83 2,557 116 ― 

平

成

28

年

度 

土  地 1,718 ― ― ― 1,718 ― ― 

建  物 844 21 ― 50 815 170 17.3 

リース資産 ― ― ― ― ― ― ― 

建設仮勘定 ― ― ― ― ― ― ― 

その他の有形固定資産 12 10 0 7 15 39 72.0 

合 計 2,575 32 0 58 2,549 209 ― 

 うち賃貸等不動産 2,557 2 0 48 2,511 164 ― 
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（20）貸付金使途別内訳 

（単位：百万円） 

区分 
平成 27年度末 平成 28 年度末 

金  額 占  率 金  額 占  率 

設 備 資 金 430 98.9％ 200 97.6％ 

運 転 資 金 5     1.1 5      2.4  

 

（21）貸付金地域別内訳 

（単位：百万円） 

区 分 
平成 27年度末 平成 28 年度末 

金  額 占 率 金  額 占 率 

北  海  道 ―  ― ％ ―  ― ％ 

東   北 ― ― ― ― 

関   東 5     1.1 5 2.4 

中   部 ― ― ― ― 

近   畿 430 98.9 200 97.6 

中   国 ― ― ― ― 

四   国 ― ― ― ― 

九   州 ― ― ― ― 

合      計 435 100.0 205 100.0 

(注）１．個人ローン、非居住者貸付、保険約款貸付等は含んでいません。 

２．地域区分は、貸付先の本社所在地によります。 
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②不動産残高及び賃貸用ビル保有数 

（単位：百万円） 

区      分 平成 27年度末 平成 28年度末 

不 動 産 残 高 2,563 2,534 

 
営 業 用 6 23 

賃 貸 用 2,557 2,511 

賃 貸 用 ビ ル 保 有 数 4棟 4棟 

 

（24）固定資産等処分益明細表 

                    （単位：百万円） 

区   分 平成 27年度 平成 28年度 

有 形 固 定 資 産 141 － 

 土 地 109 － 

 建 物 31 － 

合 計 141 － 

 うち賃貸等不動産 141 － 

 

（25）固定資産等処分損明細表 

       （単位：百万円） 

区   分 平成 27年度 平成 28年度 

有 形 固 定 資 産 41 0 

 土 地 － － 

 建 物 41 － 

合 計 41 0 

 うち賃貸等不動産 41 － 
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（26）賃貸用不動産等減価償却費明細表 

（単位：百万円、％） 

区   分  取得原価  当期償却額 減価償却累計額 当期末残高 償却累計率 

有形固定資産 2,674 48 164 2,511 ― 

 

建 物 954 48 164 792 17.1 

リース資産 ― ― ― ― ― 

その他の有形固定資産 1 0 0 0 61.3 

無形固定資産 ― ― ― ― ― 

その他  ― ― ― ― ― 

合  計  2,674 48 164 2,511     ― 

 

（27）海外投融資の状況 

該当事項がありません。 

 

（28）海外投融資利回り 

該当事項がありません。 

 

（29）公共関係投融資の概況（新規引受額、貸出額） 

該当事項がありません。 

 

（30）各種ロ－ン金利 

該当事項がありません。 

 

（31）その他の資産明細表 

（単位：百万円） 

資産の種類 取得原価 当期増加額 当期減少額 
減価償却 

累計額 
期末残高 摘  要 

入会金 ― ― ― ― ―  

合   計 ― ― ― ― ―  
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②不動産残高及び賃貸用ビル保有数 

（単位：百万円） 

区      分 平成 27年度末 平成 28 年度末 

不 動 産 残 高 2,563 2,534 

 
営 業 用 6 23 

賃 貸 用 2,557 2,511 

賃 貸 用 ビ ル 保 有 数 4棟 4棟 

 

（24）固定資産等処分益明細表 

                    （単位：百万円） 

区   分 平成 27年度 平成 28年度 

有 形 固 定 資 産 141 － 

 土 地 109 － 

 建 物 31 － 

合 計 141 － 

 うち賃貸等不動産 141 － 

 

（25）固定資産等処分損明細表 

       （単位：百万円） 

区   分 平成 27年度 平成 28年度 

有 形 固 定 資 産 41 0 

 土 地 － － 

 建 物 41 － 

合 計 41 0 

 うち賃貸等不動産 41 － 
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Ⅵ－５ 有価証券等の時価情報（一般勘定） 

（１）有価証券の時価情報 

①売買目的有価証券の評価損益 

該当事項がありません。 

 

②有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるもの）  

（単位：百万円） 

区   分  

平成２７年度末 平成２８年度末 

帳簿価額 時 価  
差  損  益  

帳簿価額 時価 
差  損  益  

 差 益 差 損  差 益 差 損 

 満期保有目的の債券 3,992 4,575 582 582 ― 3,979 4,470 490 490 ― 

責任準備金対応債券 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

子会社・関連会社株式 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

そ の 他 有 価 証 券 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 

公 社 債 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

株 式 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

外 国 証 券 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 
公 社 債 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

株 式 等 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

そ の 他 の 証 券 ― ― ― ― ― 1,997 1,929 △67 ― 67 

買 入 金 銭 債 権 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

譲 渡 性 預 金 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

そ の 他 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

合      計 3,992 4,575 582 582 ― 5,976 6,399 423 490 67 

 公 社 債 3,992 4,575 582 582 ― 3,979 4,470 490 490 ― 

株 式 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

外 国 証 券 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 公 社 債 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

 株 式 等 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

そ の 他 の 証 券 ― ― ― ― ― 1,997 1,929 △67 ― 67 

買 入 金 銭 債 権 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

譲 渡 性 預 金 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

そ の 他 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 
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・時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券の帳簿価額は以下のとおりです。

（単位：百万円） 

区  分 平成 27年度末 平成 28年度末 

満 期 保 有 目 的 の 債 券 ― ― 

非 上 場 外 国 債 券 ― ― 

そ の 他 ― ― 

責 任 準 備 金 対 応 債 券 ― ― 

子 会 社 ・ 関 連 会 社 株 式 ― ― 

そ の 他 有 価 証 券 200 100 

非上場国内株式（店頭売買株式を除く） ― ― 

非上場外国株式（店頭売買株式を除く） ― ― 

非 上 場 外 国 債 券 ― ― 

そ の 他 200 100 

合   計 200 100 

（２）金銭の信託の時価情報

（単位：百万円） 

区  分 

平成 27 年度末 平成 28年度末 

貸借対照表 

計 上 額 
時 価 

差 損 益 
貸借対照表 

計 上 額 
時 価 

差 損 益 

差 益 差 損 差 益 差 損 

金銭の信託 500 500 ― ― ― 500 500 ― ― ―

・運用目的の金銭の信託

（単位：百万円） 

区  分 

平成 27年度末 平成 28年度末 

貸借対照表計上額 
当期の損益に含ま

れ た 評 価 損 益 
貸借対照表計上額 

当期の損益に含ま

れ た 評 価 損 益 

運用目的の金銭の信託 500 ― 500 ―

・満期保有目的、責任準備金対応、その他の金銭の信託は保有しておりません。

（３）デリバティブ取引の時価情報

該当事項がありません。

・なお、証券化商品等への投資およびサブプライム関連投資については該当事項がありません。
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経 営 会 議 ・ 取 締 役 会 

Ⅶ．会社の運営 

Ⅶ－１ リスク管理の体制 

（１）基本方針 

適切なリスクコントロールを行うことにより、業務の健全性および適切性を確保し、生命

保険会社としての信用および信頼を高め、社会的責任を果たしていくことが、ご契約者の皆

様のご期待にお応えすることだと判断しています。 

（２）リスク管理体制 

経営上の諸リスクを統括して管理するために、社長を委員長とするリスク管理委員会を設

置しています。リスク管理委員会委員および取締役は、リスク管理の重要性について十分認

識し、リスクの予兆となる各部からの報告がスムーズに行われ、形骸化しないよう注力する

とともに、経営に関わるリスクに結びつかないかをリスク管理委員会で検討し、必要に応じ

て経営会議・取締役会に提案しています。 

リスク管理委員会が管理するリスクは次のとおりです。

保険引受リスク、資産運用リスク、流動性リスク、事務リスク

システムリスク、情報リスク、その他リスク

また、情報リスクについては各部門に情報管理責任者を配置し、管理の徹底を図っていま

す。 

さらに、リスク管理の実効性を確保するため、内部監査部による内部監査を計画的に実施

するとともに、監査役および会計監査人による監査によりリスク管理機能の適切性を検証し

ています。 

リスク管理体制図

報告 

  指示   報告・提言 指示   報告・提言  報告・提言   指示    連携 

              

          本 

社 

各 

                    

      部 

内部監査部 

内
部
監
査

委員長：社長 

委 員：常勤役員、本社部長 

事務局：コンプライアンス部 

リスク管理委員会

委員長：社長 

委 員：常勤役員、本社部長 

事務局：コンプライアンス部  

災害対策連絡会 
個人情報漏えい対策本部 

・保険引受リスク

・事務リスク

・資産運用リスク

・流動性リスク

・システムリスク

・情報リスク

・その他リスク

・日常的なモニタリング

・自然災害（地震、風水害等）

・事故（大規模停電、システム障害） 

・パンデミック（感染症の世界的な

流行）

・原発事故

・テロ等  ・サイバー攻撃

・重大な個人情報漏えい

・危機管理マニュアルの策定

本

社

各

部

監査役会 
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Ⅶ－２ 法令遵守の体制 

（１）経営の基本方針としての「コンプライアンス」 

みどり生命は、「コンプライアンス（法令等遵守）」とは、法令や社内規則を守るだけでな

く、社会規範を守ること、そして、お客さま・社会の信頼に応え、誠実に仕事をしていくこ

とと考えています。 

コンプライアンスを重視した公正で誠実な企業活動を経営の基本方針として、各役員、経

営会議・取締役会は率先してコンプライアンス体制の整備・強化に努め、法令等を遵守した

適切な業務運営を行っています。 

 

（２）コンプライアンス推進に関する方針・規程等 

①行動規範 

「行動規範」を定め、役職員及び生命保険募集人が業務の遂行にあたり、法令、就業規

則その他職務に関する規程及び社会的規範に基づき、健全・公正な事業活動を行っていく

ための遵守すべき行動原則・基準を明示しています。 

②勧誘方針 

「金融商品の販売等に関する法律」の施行に基づき、法令等を遵守した適正な営業活動

を行うための指針として「勧誘方針」を制定・公表するとともに、役職員及び生命保険募

集人に対し本方針の周知徹底を図っています。 

③コンプライアンス・マニュアル 

コンプライアンスに関する各方針・ルールについては、遵守すべき法令の解説、正しい

販売活動等とともに「コンプライアンス・マニュアル」（冊子）にまとめ、すべての役職

員、生命保険募集人へ配布し周知徹底を図っています。 

 

（３）コンプライアンス推進体制 

①コンプライアンスを全社的に推進する組織として「コンプライアンス部」を設置していま

す。 

②社長を委員長とする「コンプライアンス委員会」を設置しています。 

委員会は、コンプライアンスの推進とフォロー及びコンプライアンス・プログラム、コ

ンプライアンス課題に対する対応策等を検討・策定し、経営会議・取締役会に提言してい

ます。 

経営会議・取締役会は、委員会からの報告・提言をもとにコンプライアンスに関する意

思決定を行っています。 

 

（「コンプライアンス委員会」の主な任務） 

１．役職員・募集代理店店主及び生命保険募集人に対するコンプライアンス意識の普及 

及び啓発 

２．個人情報保護に関する全社的取組の推進 

３．共済契約（注）に係るコンプライアンス管理の推進 

４．利益相反管理に関する事項 

５．法令等違反行為が発生した原因の究明 

６．法令等違反行為再発防止策の検討及び策定 

（注）共済契約：「全日本みどり共済会」「新日本みどり共済会」から管理委託を受けた共済

契約 
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Ⅶ－３ 法第百二十一条第一項第一号の確認（第三分野保険に係るものに限る。）の合理性 

及び妥当性  

該当事項がありません。 

 

Ⅶ－４ 金融ＡＤＲ制度について 

平成 22 年 10 月に金融 ADR 制度が開始されました。 

金融ADR制度とは、「金融分野における裁判外紛争解決支援制度」のことで、身近で起こ

る生命保険のトラブルを裁判ではなく、中立・公正な第三者が関与して柔軟な解決を図る制

度です。一般社団法人生命保険協会は、「指定紛争解決機関」に金融庁から指定され、生

命保険等に関する裁判外紛争解決手続を行っています。 

当社は、一般社団法人生命保険協会との間で紛争解決業務に関する手続実施基本契約

を締結しています。 

 

Ⅶ－５ 個人データ保護について 

（１）個人情報保護に関する方針・規程等 

①顧客情報を適切に保護することは企業の重要な社会的使命と認識し、「個人情報の保護に

関する法律」、「金融分野における個人情報保護に関するガイドライン」、一般社団法人生

命保険協会の「生命保険業における個人情報保護のための取扱指針」等を遵守して、個人

情報を適切に取扱うとともに、安全管理については金融庁及び一般社団法人生命保険協会

の実務指針に則って適切な措置を講じています。 

②「個人情報保護方針」（プライバシーポリシー） 

個人情報の利用目的や保護管理等を「個人情報保護方針」として定め、当社ホームページ

（http://www.midori-life.com）に掲載し公表しています。 

 

（２）個人情報管理体制 

①個人情報保護のための企画立案及び統合管理は「コンプライアンス部」が行います。 

個人情報保護に係る方針・規程の立案、個人情報保護の推進とフォロー等については「コ

ンプライアンス委員会」において策定・検討し、経営会議・取締役会に提言・報告してい

ます。 

経営会議・取締役会は、委員会からの提言・報告をもとに個人情報保護に関する意思決

定を行っています。 

②「セキュリティ統括責任者（個人データの安全管理に係る業務遂行の総責任者）」を任命

し、個人データを取り扱う各部署ごとに部長を「セキュリティ責任者」としての任にあた

らせています。 

 

（３）個人情報保護推進状況 

①お客さま情報の取扱いに関する教育 

「個人情報保護方針」「お客さま情報の取扱ルール」については、本社・募集代理店に

おいて行うコンプライアンス研修の中で教育・指導を徹底し、取扱いルールの遵守に努め

ています。 

②個人情報の開示等請求の取扱い 

お客さまからご自身に関する情報の開示等のご依頼があった場合は、請求者がご本人で

あることを確認させていただいたうえで、業務の適切な運行に支障をきたす特別な理由の

ない限り、これに応じています。 

③お申出等への対応 

個人情報の取扱いに関してお申出等をいただいた場合は、適切かつ迅速に対応します。 
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③本社各部の部長を「コンプライアンス推進責任者」、マネージャーを「コンプライアンス

実務担当者」、生命保険募集代理店店主を「コンプライアンス推進責任者」として任命し、

コンプライアンスの徹底を業務運営のなかに組み込んだ体制をとっています。 

 

コンプライアンス体制図 

 

 

 

   承認・指示       報告・提言 

 

 

 

   指示・支援       報告 

 

 

 

 

通報・相談  

  

（４）コンプライアンス推進状況 

①コンプライアンス・プログラムの実施 

事業年度ごとに経営会議・取締役会において「コンプライアンス・プログラム」を決定

し、プログラムに基づき推進しています。 

コンプライアンスの推進に向けた各部及び全社的取組み状況については、定期的に「コ

ンプライアンス委員会」での審議を経て経営会議・取締役会に報告され、取締役によるフ

ォロー・確認が行われています。 

②コンプライアンス研修 

コンプライアンス・プログラム推進上の課題に基づいた研修テーマを定め、本社、募集

代理店において定期的に研修を実施し、コンプライアンスの定着・徹底を図っています。 

③コンプライアンス通報制度 

法令等に違反する行為の早期発見と抑制のため、従業員等から直接相談、通報を受ける

窓口をコンプライアンス部に設けています。 

通報・相談された事項については、通報者・相談者のプライバシーを保護し、不利益に

ならないよう適切に対処します。 

 

（５）募集代理店のコンプライアンス 

当社は、保険募集を募集代理店に委託しています。 

募集代理店店主及び代理店の使用人である生命保険募集人に対しては、保険募集に関する

遵守すべき法令、活動ルール、正しい販売活動等について「コンプライアンス・マニュアル

（生命保険募集編）」（冊子）を作成し配布しています。 

さらに、保険募集人に対しては、日常の販売活動内容を自分自身でチェックしたり、お客

さまからのお問合せに適切にお答えできるよう携帯用の「コンプライアンス・マニュアル（生

命保険募集編）」（冊子）を作成し、常時携帯を義務付けています。 

また、毎月「コンプライアンスの日」を定めており、当日、代理店主は「自主点検」を実

施しています。さらに、隔月「コンプライアンス・マニュアル（生命保険募集編）」（冊子）

を活用して研修を実施しています。 

コンプライアンス委員会 

（委員長：社長） 

事務局： 

コンプライアンス部 

 

経営会議・取締役会 

 

コンプライアンス推進責任者 ：部長     店主 

コンプライアンス実務担当者 ：マネージャー 

代理店 本社 

コンプライアンス通報・ 

相談制度 
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Ⅶ－３ 法第百二十一条第一項第一号の確認（第三分野保険に係るものに限る。）の合理性 

及び妥当性  

該当事項がありません。 

 

Ⅶ－４ 金融ＡＤＲ制度について 

平成 22 年 10 月に金融 ADR 制度が開始されました。 

金融ADR制度とは、「金融分野における裁判外紛争解決支援制度」のことで、身近で起こ

る生命保険のトラブルを裁判ではなく、中立・公正な第三者が関与して柔軟な解決を図る制

度です。一般社団法人生命保険協会は、「指定紛争解決機関」に金融庁から指定され、生

命保険等に関する裁判外紛争解決手続を行っています。 

当社は、一般社団法人生命保険協会との間で紛争解決業務に関する手続実施基本契約

を締結しています。 

 

Ⅶ－５ 個人データ保護について 

（１）個人情報保護に関する方針・規程等 

①顧客情報を適切に保護することは企業の重要な社会的使命と認識し、「個人情報の保護に

関する法律」、「金融分野における個人情報保護に関するガイドライン」、一般社団法人生

命保険協会の「生命保険業における個人情報保護のための取扱指針」等を遵守して、個人

情報を適切に取扱うとともに、安全管理については金融庁及び一般社団法人生命保険協会

の実務指針に則って適切な措置を講じています。 

②「個人情報保護方針」（プライバシーポリシー） 

個人情報の利用目的や保護管理等を「個人情報保護方針」として定め、当社ホームページ

（http://www.midori-life.com）に掲載し公表しています。 

 

（２）個人情報管理体制 

①個人情報保護のための企画立案及び統合管理は「コンプライアンス部」が行います。 

個人情報保護に係る方針・規程の立案、個人情報保護の推進とフォロー等については「コ

ンプライアンス委員会」において策定・検討し、経営会議・取締役会に提言・報告してい

ます。 

経営会議・取締役会は、委員会からの提言・報告をもとに個人情報保護に関する意思決

定を行っています。 

②「セキュリティ統括責任者（個人データの安全管理に係る業務遂行の総責任者）」を任命

し、個人データを取り扱う各部署ごとに部長を「セキュリティ責任者」としての任にあた

らせています。 

 

（３）個人情報保護推進状況 

①お客さま情報の取扱いに関する教育 

「個人情報保護方針」「お客さま情報の取扱ルール」については、本社・募集代理店に

おいて行うコンプライアンス研修の中で教育・指導を徹底し、取扱いルールの遵守に努め

ています。 

②個人情報の開示等請求の取扱い 

お客さまからご自身に関する情報の開示等のご依頼があった場合は、請求者がご本人で

あることを確認させていただいたうえで、業務の適切な運行に支障をきたす特別な理由の

ない限り、これに応じています。 

③お申出等への対応 

個人情報の取扱いに関してお申出等をいただいた場合は、適切かつ迅速に対応します。 
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みどり生命保険株式会社（以下「当社」という）は、皆様にご信頼いただき、選んでいただける保険会社とな

るため、皆様の大事な個人情報の保護を重要な社会的責務であると認識しております。 

当社は、「個人情報の保護に関する法律」その他の規範を遵守するための諸規程を作成して、役職員に遵守させ

ています。具体的には、以下の基本方針にもとづき、皆様の個人情報の保護に取り組んでまいります。 

 

１．個人情報の利用目的 

当社は、個人情報を次の目的のために利用します。これらの目的のほかに利用することはありません。 

（１）各種保険契約のお引受け、ご継続・維持管理、保険金・給付金などのお支払い 

（２）関連会社・提携会社を含む各種商品やサービスのご案内・提供、ご契約の維持管理 

（３）当社業務に関する情報提供・運営管理、商品・サービスの充実 

（４）その他保険に関連・付随する業務 

 

２．収集する個人情報の種類 

当社は、ご本人の住所、氏名、生年月日、性別、職業、電話番号、健康状態など、保険契約の締結、維持管理、

商品のご案内ならびに諸サービスの提供に必要な個人情報を収集しています。 

 

３．個人情報の提供 

当社は、次の場合を除いて、ご本人の個人情報を外部に提供することはありません。 

（１）あらかじめ、ご本人が同意されている場合 

（２）利用目的の達成に必要な範囲内において、業務を外部（当社代理店を含む。）へ委託する場合 

（３）ご本人または公共の利益のため必要であると考えられる場合 

（４）再保険の手続きをする場合 

（５）ご本人の保険契約内容を保険業界において設置運営する制度に登録するなど、保険制度の健全な運営に

必要であると考えられる場合 

（６）その他法令に根拠がある場合 

（７）個人情報の共同利用の場合 

     当社は、下記のとおり個人情報保護法に基づく個人データの共同利用を行っております。個人情報保

護法は、第三者提供の例外として、個人データを特定の者との間で共同して利用する場合は、その旨

および一定の事項を本人が容易に知り得る状態に置いているときは、第三者提供にいう「第三者」に

該当せず、あらかじめご本人の同意を得ないで、その共同利用者に個人データを提供できることを定

めています。この規定に基づき、当社が共同して利用する場合については次のとおりです。 

①共同利用される個人データの項目 

２．「収集する個人情報の種類」で記載のとおり 

②利用する者の利用目的 

１．「個人情報の利用目的」で記載のとおり 

③共同利用者の範囲 

ア．全国都道府県内における当社の生命保険募集代理店 

イ．個人データの全部又は一部を、共同利用することがある関係会社 

        ・株式会社ベルコ（当社の主要株主） – 冠婚葬祭施行 

        （URL：ｈｔｔｐs：//ｗｗｗ．bellco.co.jp/） 

       ・株式会社互助センター友の会（当社の主要株主） – 冠婚葬祭施行 

         （URL：ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．tomonokai.co.jp/） 

・株式会社セレマ – 冠婚葬祭施行 

（URL：ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．cerema.co.jp/） 

        ・株式会社ベルセレマ – 冠婚葬祭施行 

         （URL：ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．bellcerema.co.jp/） 

・株式会社玉姫グループ – 冠婚葬祭施行 

（URL：ｈｔｔｐ：//tamahime.co.jp/） 

④当該個人データの管理について責任を有する者の名称 

みどり生命保険株式会社 

    

４．機微（センシティブ）情報の取扱い 

個人情報保護方針 
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当社は、保健医療等に関する情報（機微（センシティブ）情報）については、保険業法施行規則に基づき、業

務の適切な運営の確保その他必要と認められる目的に利用目的を限定しています。 

 

５．特定個人情報の取扱い 

当社は、特定個人情報については、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」

に基づき、保険取引に関する支払調書作成事務等の同法に定める個人番号関係事務を行うために必要と認めら

れる範囲に利用目的を限定しています。 

 

６．個人情報の管理方法 

当社は、ご本人の個人情報を正確、最新なものにするよう常に適切な措置を講じています。 また、法令などに

より要請される、組織的、技術的、人的な各安全管理措置を実施し、ご本人の個人情報への不当なアクセス、 個

人情報の紛失・破壊・改ざん・漏えいなどを防止するため、万全を尽くしています。なお、当社の委託を受け

て個人情報を取り扱う会社にも、 同様に厳重な管理を行わせています。万一、個人情報に関する事故が発生し

た場合には、迅速かつ適切に対応いたします。 

 

７．個人情報の開示、訂正等、利用停止等 

当社は、ご本人の個人情報の開示、訂正等（訂正、追加、削除）、利用停止等（利用停止、消去）のご請求があ

った場合は、 ご本人であることを確認させていただいたうえで、当社業務に支障のない範囲内で対応いたしま

す。なお、ご要望にお応えできない場合は、 ご本人に理由を説明いたします。これらの具体的な請求手続きに

ついては、当社コールセンターまでご連絡ください。 

 

８．個人情報の取扱いに関する継続的改善 

当社は、個人情報の取扱いに関して定期的に見直し、一層の個人情報保護のために継続的改善に取り組んでま

いります。 なお、当社の個人情報の取扱いについてのご意見は、下記のお問合先へご連絡ください。適切に対

応いたします。 また、このプライバシーポリシーの内容に変更が生じた場合、すみやかにご通知するか当社の

ホームページなどに掲載し公表いたします。 

 

９．個人情報に関するお問合先・ホームページのＵＲＬ 

巻末をご参照ください。 
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みどり生命保険株式会社（以下「当社」という）は、皆様にご信頼いただき、選んでいただける保険会社とな

るため、皆様の大事な個人情報の保護を重要な社会的責務であると認識しております。 

当社は、「個人情報の保護に関する法律」その他の規範を遵守するための諸規程を作成して、役職員に遵守させ

ています。具体的には、以下の基本方針にもとづき、皆様の個人情報の保護に取り組んでまいります。 

 

１．個人情報の利用目的 

当社は、個人情報を次の目的のために利用します。これらの目的のほかに利用することはありません。 

（１）各種保険契約のお引受け、ご継続・維持管理、保険金・給付金などのお支払い 

（２）関連会社・提携会社を含む各種商品やサービスのご案内・提供、ご契約の維持管理 

（３）当社業務に関する情報提供・運営管理、商品・サービスの充実 

（４）その他保険に関連・付随する業務 

 

２．収集する個人情報の種類 

当社は、ご本人の住所、氏名、生年月日、性別、職業、電話番号、健康状態など、保険契約の締結、維持管理、

商品のご案内ならびに諸サービスの提供に必要な個人情報を収集しています。 

 

３．個人情報の提供 

当社は、次の場合を除いて、ご本人の個人情報を外部に提供することはありません。 

（１）あらかじめ、ご本人が同意されている場合 

（２）利用目的の達成に必要な範囲内において、業務を外部（当社代理店を含む。）へ委託する場合 

（３）ご本人または公共の利益のため必要であると考えられる場合 

（４）再保険の手続きをする場合 

（５）ご本人の保険契約内容を保険業界において設置運営する制度に登録するなど、保険制度の健全な運営に

必要であると考えられる場合 

（６）その他法令に根拠がある場合 

（７）個人情報の共同利用の場合 

     当社は、下記のとおり個人情報保護法に基づく個人データの共同利用を行っております。個人情報保

護法は、第三者提供の例外として、個人データを特定の者との間で共同して利用する場合は、その旨

および一定の事項を本人が容易に知り得る状態に置いているときは、第三者提供にいう「第三者」に

該当せず、あらかじめご本人の同意を得ないで、その共同利用者に個人データを提供できることを定

めています。この規定に基づき、当社が共同して利用する場合については次のとおりです。 

①共同利用される個人データの項目 

２．「収集する個人情報の種類」で記載のとおり 

②利用する者の利用目的 

１．「個人情報の利用目的」で記載のとおり 

③共同利用者の範囲 

ア．全国都道府県内における当社の生命保険募集代理店 

イ．個人データの全部又は一部を、共同利用することがある関係会社 

        ・株式会社ベルコ（当社の主要株主） – 冠婚葬祭施行 

        （URL：ｈｔｔｐs：//ｗｗｗ．bellco.co.jp/） 

       ・株式会社互助センター友の会（当社の主要株主） – 冠婚葬祭施行 

         （URL：ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．tomonokai.co.jp/） 

・株式会社セレマ – 冠婚葬祭施行 

（URL：ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．cerema.co.jp/） 

        ・株式会社ベルセレマ – 冠婚葬祭施行 

         （URL：ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．bellcerema.co.jp/） 

・株式会社玉姫グループ – 冠婚葬祭施行 

（URL：ｈｔｔｐ：//tamahime.co.jp/） 

④当該個人データの管理について責任を有する者の名称 

みどり生命保険株式会社 

    

４．機微（センシティブ）情報の取扱い 

個人情報保護方針 
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Ⅶ－６ 反社会的勢力との関係遮断のための基本方針 

（１）対応方針 

当社は、反社会的勢力に断固たる態度で対応し、関係を遮断するため、次のとおり反社会

的勢力への対応方針を定め、役職員一同これを遵守することにより、業務の適切性と健全性

の確保に努めます。 

 

① 組織としての対応 

  反社会的勢力に対しては組織全体として対応し、反社会的勢力による不当要求に対応す

る役職員の安全を確保します。 

 

② 外部専門機関との連携 

反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、暴力追放運動推進センター、弁

護士等の外部専門機関と緊密な連携関係を構築しています。 

 

③ 取引を含めた一切の関係遮断 

反社会的勢力とは、取引関係を含めて一切の関係を遮断します。 

また、反社会的勢力による不当要求は拒絶します。 

 

④ 有事における民事と刑事の法的対応 

反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から法的対応を行います。 

 

⑤ 裏取引や資金提供の禁止 

反社会的勢力に対して、不祥事件を隠蔽するような裏取引は絶対に行いません。 

また、いかなる理由があっても、反社会的勢力に対する資金提供は絶対に行いません。 

 

（２）反社会的勢力への対応に関する規程 

当社は、「行動規範」の中で反社会的勢力に対しては関係遮断を徹底することを宣言して

おります。 

この宣言の下、「反社会的勢力への対応方針」「反社会的勢力への対応に関する規程」を制

定し、組織全体として反社会的勢力に対応できるよう基本的事項について定めております。 

さらに、「反社会的勢力対応マニュアル」を制定し、役職員の関係遮断・被害防止に向け

た具体的な取り組みについて明確化しています。 
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Ⅷ．特別勘定に関する指標等 

該当事項がありません。 

 

Ⅸ．会社及びその子会社等の状況 

該当事項がありません。 
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KI-061-01(17.07)

〒114-8595　東京都北区王子6-3-43
Tel：03-5902-3955（代表）

0120-566-322
本社コールセンター（フリーダイヤル）

（営業時間　9:00 ～17:00／土･日･祝日、年末年始の休業日を除く）

ホームページ

URL：http://www.midori-life.com/

＜お問い合わせ先＞

本冊子は保険業法第 111 条（業務及び財産の状況に関する説明書類の縦覧等）に基づいて
ディスクロージャー資料として作成しています。


